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男女が共に輝く
おかやまづくりに向けて
　少子化・高齢化の一層の進展や本格的な人口減少社会の到来、男女の仕事と生活を取り

巻く状況の変化など、社会は大きな転換期を迎えています。

　この状況を乗り越え、豊かで活力ある未来を築くためには、さまざまな立場の皆さんが、

多様な視点から意見を出し合い、力を合わせることが必要不可欠であり、全ての人が性別

に関わりなくその個性と能力を十分に発揮するとともに、互いにその人権を尊重しつつ、喜

びも責任も共に分かち合う「男女共同参画社会」の実現が一層重要となっています。

　私が県政の基本目標として掲げる「生き活き岡山」という言葉には、誰もが「いきいき

と元気」という意味に加え、躍動感と期待感に満ち、全ての県民が明るい笑顔で暮らす岡

山にしていきたいという、強い思いを込めており、男女共同参画社会は、「生き活き岡山」

の基盤となるものと考えています。

　今年は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律が完全施行され、男女共同参

画社会の実現に向けた取り組みは新たな段階に入ります。新たなステージへと踏み出すた

めに、これまでの取り組みの成果や課題などを踏まえ、このたび、平成28年度からの５年

間における県の基本方針や具体的施策を示した「第４次おかやまウィズプラン」を策定い

たしました。

　今後、新たなプランに基づき、「男女が共に輝くおかやまづくり」に向かって、県民、ボ

ランティア・NPO、事業者・企業や教育機関など、さまざまな立場の皆さんと力を合わせ

ながら、全力で取り組んでまいりますので、さらなるご理解とご協力を賜りますようお願

い申し上げます。

　平成28年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡山県知事
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１ 第１章　計画の趣旨
１　計画策定の趣旨
　すべての人が性別にかかわりなくその個性と能力を十分に発揮するとともに、互いにその人権を

尊重しつつ、喜びも責任も共に分かち合う男女共同参画社会の実現は、私たちの願いです。そして、

少子化・高齢化の進行や景気の低迷などによる閉塞感を打破し、豊かで活力ある未来を築くために

必要不可欠なことでもあります。

　本県では、男女共同参画社会の実現を県政の最重要課題の一つと位置付け、平成13（2001）年

に「おかやまウィズプラン21」、平成18（2006）年に「新おかやまウィズプラン」、平成23（2011）

年に「第３次おかやまウィズプラン」を策定し、さまざまな取組を推進してきました。この間、固

定的な性別役割分担意識の一定の改善や女性の社会進出などについての成果も見られる一方、男女

間で依然として意識差が存在するものもあります。また、地方創生や女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）の成立といった新たな動きも踏まえながら、

女性の社会進出の推進や労働参加率の向上などについては、今まで以上に重点的に取り組むべき課

題となっています。

　こうした状況を踏まえ、真の男女共同参画社会の実現に向けて、各種施策をより一層、計画的か

つ総合的に推進するため、第４次となる県の男女共同参画基本計画「第４次おかやまウィズプラン」

を策定します。

　県民、ボランティア・NPOや事業者・企業、国・市町村などさまざまな立場の皆さんと課題を共

有し、力を合わせながら、具体的かつ実現可能な範囲で設定した目標を達成し、男女共同参画社会

の実現に全力で取り組んでいきます。

２　計画の位置付け
　この計画は、男女共同参画社会基本法第14条及び岡山県男女共同参画の促進に関する条例第10条

に基づく県の基本計画であり、男女共同参画を推進するための基本方針や具体的な施策を示してい

ます。

　また、女性活躍推進法が平成27（2015）年８月に成立し、「県の区域内における女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策についての計画」の策定が県の努力義務とされました。これを受

け、本計画の基本目標Ⅲ「男女が共に活躍する社会づくり」の部分を女性活躍推進法第６条第１項

の規定に基づく「岡山県女性活躍推進計画」と位置付けます。

３　計画の期間
　この計画の期間は、平成28（2016）年度を初年度とし、平成32（2020）年度を最終年度とす

る５年間とします。
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第２章　本県における
　　　　男女共同参画の現状と課題
１　これまでの経緯

　日本国憲法は、主権在民、基本的人権の尊重、恒久平和を基本理念とし、第13条では個人の尊重

をうたい、第14条では法の下の平等を保障しています。

　男女共同参画社会の実現に向けて、国では、昭和50（1975）年の国際婦人年を契機に世界的な

動きとも連動しながら、男女雇用機会均等法などの整備を進め、昭和60（1985）年に女子差別撤

廃条約を批准、平成11（1999）年に男女共同参画社会基本法を施行、法に基づく国の計画として、

平成12（2000）年に第１次、平成17（2005）年に第２次、平成22（2010）年に第３次をそれ

ぞれ策定するなど、関連施策の推進が図られてきました。

　また、平成27（2015）年には、女性活躍推進法が、成立しました。

（１）　国における取組

　本県においても、世界や国内の動きを背景に取組を進めてきました。平成９（1997）年４月に、

知事を本部長とし、全部局長で構成する岡山県男女共同参画推進本部を設置し、全庁的な推進体制

を整備しました。さらに、平成11（1999）年４月に、男女共同参画社会づくりを推進するための

拠点施設として岡山県男女共同参画推進センターを開設しました。なお、この男女共同参画推進セ

ンターは「男女が共に」という意味を込めて、愛称を「ウィズセンター」としています。

　平成13（2001）年３月には「おかやまウィズプラン21」（計画期間：平成13（2001）年度～平

成17（2005）年度）を県の基本計画として策定し、同年10月に「岡山県男女共同参画の促進に関

する条例」を施行、平成18（2006）年３月に、第２次の基本計画「新おかやまウィズプラン」（計

画期間：平成18（2006）年度～平成22（2010）年度）、平成23（2011）年３月に、第３次の基

本計画「第３次おかやまウィズプラン」（計画期間：平成23（2011）年度～平成27（2015）年度）

を策定し、県民、ボランティア・NPOや事業者・企業、そして国・市町村と共に、男女共同参画社

会の実現に取り組んできました。

（２）本県における取組
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２　現　状（第３次おかやまウィズプランにおける数値目標の達成状況）
　第３次おかやまウィズプランでは、取組の効果が検証できるよう、平成27（2015）年度を目標

年次とする32の数値目標を設定していました。

　平成26（2014）年度までの達成状況は次のとおりです。

No. 数値目標 計画策定（改定）時 現況値 目標値

1 ウィズセンター実施事業の参加者数 24,886人（H21） 28,212人（H26） 毎年度4万人以上

2 男女がともに能力を発揮して活躍できる地域に関する満足度 23.6％（H25） 11.4％（H26） 28％（H27）

3 公立高等学校（全日制）におけるインターンシップ参加生徒数 4,026人（H21） 4,864人（H26） 5,000人（H27）

4 職場体験活動を４～５日実施する公立中学校の数 21校（H21） 86校（H26） 90校（H27）

5 ウィズセンター実施事業の参加者数における男性比率 19.9％（H21） 23.9％（H26） 25％（H27）

No. 数値目標 計画策定（改定）時 現況値 目標値

６ 県の審議会等委員の女性比率 37.4％（H22.4） 36.7％（H27.4） 46％（H27）

７ 管理職における女性比率（一般職公務員／課長級以上） 8.3％（H22.4） 9.3％（H26.4） 13％（H27）

８ 管理職における女性比率（教育職公務員／教頭以上） 23.6％（H22.4） 21.9％（H26.4） 25％（H27）

９ 管理職における女性比率（民間企業／係長級以上） 14.9％（H21.12） 18.2％（H24.10） 27％（H27）

10 男女共同参画推進リーダー養成研修会修了者数 363人（H14～21累計） 504人（H14～26累計） 570人（H14～27累計）

11 復職した女性医師数 ― 人（H21） 77人（H22～26累計） 100人（H22～27累計）

12 女性消防団員数 423人（H22.4） 592人（H27.4） 600人（H27）

No. 数値目標 計画策定（改定）時 現況値 目標値

13 高等学校等において、生徒に対するDV防止講座等の実施 45.6％（H24）  44.3％（H26） 64％（H27）

14 DV防止基本計画策定市町村数 ２市町村（H22.4） 16市町村（H27.4） 23市町村（H27）

15 学校において、児童、生徒の
発達段階に応じた性に関する教育の実施

（小学校） 88.4％（H21） 96.8％（H26） 100％（H27）

（中学校） 81.8％（H21） 94.2％（H26） 100％（H27）

（高　校） 76.6％（H21） 86.3％（H26）  100％（H27）

16 女性のがん検診の受診率
（乳がん） 15.1％（H20） 29.6％（H25） 30％（H27）

（子宮頸がん） 21.5％（H20） 34.4％（H25） 30％（H27）

17 地域包括支援センターの専門職員数 317人（H21） 355人（H26） 384人（H27）

基本目標
Ⅰ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の改革

基本目標
Ⅱ

あらゆる分野への男女共同参画の推進

基本目標
Ⅲ 男女の人権が尊重される社会の構築
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No. 数値目標 計画策定（改定）時 現況値 目標値

26 女性の生産年齢人口に対する常用労働者の割合 50.0％（H24） 53.8％（H26） 54％（H27）

27 ウィズセンターが行うキャリアアップ講座受講者の就職率 29.5％（H21） 57.9％（H26） 70％（H27）

28 農家における家族経営協定締結戸数 380戸（H21） 527戸（H26） 490戸（H27）

29 認定農業者の女性比率 8.4％（H21） 8.7％（H26） 10％（H27）

30 農業委員の女性比率（選任委員） 2.3％（H21） 24.6％（H26） 20％（H27）

31 商工会議所・商工会事務局における管理職員の女性比率 4.0％（H22.4） 12.6％（H27.4） 10％（H27）

32 男女共同参画社会の形成の促進を図ることを
活動目的としているNPO法人の認証数 98法人（H24） 111法人（H26） 109法人（H27）

No. 数値目標 計画策定（改定）時 現況値 目標値

18 女性の育児休業取得率 85.3％（H21） 85.6％（H24） 90％（H27）

19 男性の育児休業取得率 0.7％（H21） 4.3％（H24） 6％（H27）

20 延長保育を実施する保育所数 296箇所（H21） 318箇所（H26） 321箇所（H27）

21 病児・病後児保育の実施箇所数 32箇所（H24） 37箇所（H26） 55箇所（H27）

22 保育所入所待機児童数 68人（H25.4） 393人（H27.4） 13人（H27）

23 ファミリー・サポート・センター設置市町村数 13市町村（H21） 15市町村（H26） 16市町村（H27）

24 おかやま地域子育て支援拠点数 95箇所（H21） 173箇所（H26） 180箇所（H27）

25「おかやま子育て応援宣言企業」登録企業･事業所数 176箇所（H21） 557箇所（H26） 630箇所（H27）

基本目標
Ⅳ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現

基本目標
Ⅴ

男女が共に支える活力あふれる地域社会づくり
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３　課　題
　第３次おかやまウィズプランの数値目標の達成状況、平成26（2014）年に本県が実施した「男

女共同参画社会に関する県民意識調査」や国及び県の各種統計などから、固定的な性別役割分担意

識に対する一定の改善や女性の社会進出などについて効果が見られる一方で、次のような課題が明

らかになりました。

◯　「男は仕事、女は家庭」といった固定的な性別役割分担意識について、男性の意識改革が十分に
できていません。

◯　男性は、長時間労働の常態化による時間的な制約などから、家事・育児・介護など家庭生活や
地域活動に十分参画できていません。

◯　男女共同参画社会の実現は、女性だけでなく、男性も生きやすく暮らしやすい社会を築くこと
であるという認識を広める必要があります。

◯　特に、男性の「働き方」に対する意識改革を行う必要があります。

（１）　男性に着目した意識改革

0 20 40 60 80 100（％）

子どもの教育としつけ

（n＝1,386）

老親や病身者の介護や看護

地域活動への参加

日々の家計の管理をする

日常の家事

育児（乳幼児の世話）

生活費を稼ぐ

0.4 0.6

83.3 10.0

2.7 1.8 1.2

0.2 0.1

72.1 17.3 3.5 5.3

1.4

4.5 14.6 70.9 4.5

1.0

3.3

1.2

0.6 1.4

36.6 38.5 18.2 3.5

1.2

0.2 0.1

35.7 43.5 16.9

2.4 1.2

0.1

33.5 44.4 18.9

1.6 1.4

23.3 51.1 21.1 3.4

1.1

主として
夫の役割

どちらかといえば
夫の役割

両方同じ
程度の役割

どちらかといえば
妻の役割

主として
妻の役割

いずれにも
該当しない 無回答

平成26年「男女共同参画社会に関する県民意識調査」

家庭での仕事の役割についての考え方

Q.　家庭での仕事の役割についてどのようにお考えですか。
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◯　「男は仕事、女は家庭」という考え方に「同感しない」と答えた女性の割合は40代、50代で約
８割と高いのに対し、20代、30代では約６割にとどまっています。

◯　子どもたちが、性別にかかわらずその個性と能力を発揮できるように、子どもの頃から男女共
同参画の意識を身に付け、将来を見通した自己形成ができるようになることが重要です。

（２）　若い世代に着目した意識改革

女性
（n＝740）

男性
（n＝589）

性
　別

20代
（n＝62）

30代
（n＝107）

40代
（n＝126）

50代
（n＝137）

60歳以上
（n＝290）

女
　性

0 20 40 60 80 100（％）

20代
（n＝35）

30代
（n＝67）

40代
（n＝80）

50代
（n＝94）

60歳以上
（n＝288）

男
　性

同感する 同感しない わからない 無回答

10.8 71.9 4.912.4

20.7 64.5 3.711.0

9.7

13.1

5.6

4.4

15.5

66.1

62.6

79.4

81.8

69.0

1.6

3.7

2.4

1.5

8.3

22.6

20.6

12.7

12.4

7.2

14.3

13.4

18.8

18.1

25.3

68.6

77.6

68.8

71.3

57.6 4.9

14.3

9.0

10.0

9.6

12.2

2.9

2.5

1.1

平成26年「男女共同参画社会に関する県民意識調査」

性別役割分担意識

Q.　「男は仕事、女は家庭」という考え方について、あなたはどのようにお考えですか。
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２

◯　あらゆる分野において、政策・方針決定過程への女性の参画が必要ですが、まだ不十分です。

◯　活躍が期待されながらも女性の参画が進んでいない医療、科学技術・学術、防災分野などさま
ざまな分野において、引き続き取組が求められています。

（３）　あらゆる分野への男女共同参画の推進

（％）
70

60

50

40

30

20

10

0
弁
護
士

薬
剤
師 

＊

歯
科
医
師 

＊

医
　師 

＊

自
治
会
長

研
究
者

大
学
講
師
以
上

初
等
中
等
教
育
機
関
の
教
頭
以
上

記
者
・
日
本
新
聞
協
会

農
業
委
員 

＊
＊

民
間
企
業（
100
人
以
上
）に
お
け
る
課
長
相
当
職
以
上

都
道
府
県
に
お
け
る
本
庁
課
長
相
当
職
以
上
の
職
員

都
道
府
県
知
事 

＊
＊
＊

都
道
府
県
議
会
議
員

裁
判
官

国
の
審
議
会
等
委
員

国
家
公
務
員
採
用
者（
総
合
職
等
事
務
系
区
分
） 

＊
＊
＊

本
省
課
室
長
相
当
職
以
上
の
国
家
公
務
員

国
会
議
員（
参
議
院
）

国
会
議
員（
衆
議
院
）

18.1

66.5

21.5 19.6

4.7

14.6
19.5

15.2 16.3

6.3
8.3

7.2
4.3

8.9

18.7

35.4 34.3

3.3

15.7
9.5

各分野における「指導的地位」に女性が占める割合

内閣府男女共同参画局
「女性の政策・方針決定参画状況調べ」
（平成27年１月）より一部情報を更新。
（原則、平成26年のデータだが、
*は平成24年、**は平成25年、***は平成27年のデータ。）
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◯　配偶者等からの暴力（DV）（注１）など男女間における暴力の存在が顕在化しており、暴力防止・
被害者保護対策などの一層の充実が求められています。

◯　若い世代においては、交際相手などからの暴力（デートDV・ストーカー）も問題となっており、
対策を進める必要があります。

（４）　男女間の暴力に関わる被害者保護対策と防止・啓発

（件）
5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

警察本部・警察署

倉敷市

岡山市

ウィズセンター

女性相談所

H16 H23 H24 H25 H26 （年度）

262
240

547

558

621

226

1,102

641

768

946

396

1,144

516

880

1,049

469

1,360

483

703

1,230

513

458

859

677

1,607

3,358

3,882 4,064
3,737

男女共同参画青少年課調べ（各年度末現在）

配偶者等からの暴力（DV）相談の現状

（注１）配偶者等からの暴力（DV）
　「配偶者や交際相手など親密な関係にある、またはあった者から振るわれる暴力」のことで、「ドメスティック・
バイオレンス（Domestic Violence）」ともいわれ、しばしば「DV」と略されて使われています。DVには、殴
る、けるといった身体的暴力だけではなく、精神的暴力、性的暴力、経済的暴力、社会的暴力なども含みます。

（件）
140

120

100

80

60

40

20

0

その他

暴行・傷害

不明

H16 H23 H24 H25 H26 （年）

26

7

38

16

96

15

116

19

114

26

45

112

131 133

岡山県警察本部調べ（各年12月31日現在）

配偶者等からの暴力（DV）関係検挙件数（県）

10年前の
約2.3倍‼

10年前の
約5.1倍‼
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◯　男性は、仕事中心のライフスタイルからの転換が進んでいません。

◯　仕事と生活の調和が実現することで、労働生産性が向上し、社会・経済も活性化することにつ
いて、一層の啓発に努める必要があります。

（５）　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）（注２）の実現

◯　女性は、出産・育児・介護などのために離職することが多い状況です。

◯　マタニティ・ハラスメント（注３）など、雇用分野における課題が明らかになっています。

◯　女性が、働き続けることのできる環境づくりを進めていく必要があります。

（６）　雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

（注２）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
　一人ひとりが、やりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などに
おいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できることをいいます。

無回答／3.6
わからない／3.6

その他／0.9

H26（年） ある／45.1 あまりない／30.5 ない／16.4

0 20 40 60 80 100（％）

（n＝811）

平成26年「男女共同参画社会に関する県民意識調査」

長時間労働等により家庭や地域活動に関われないことの有無

Q.�　家庭や地域活動に関わりたいと思っても、長時間労働や休日出勤などのため、関われないということがあり
ますか。(男性、女性問わずお答えください。)

（注３）マタニティ・ハラスメント
　妊娠・出産に伴う労働制限・就業制限・産前産後休業・育児休業などによって、業務上支障をきたすという理
由で、不利益な取り扱いをしたり、精神的・肉体的な嫌がらせを行う行為をいいます。
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◯　女性は、出産・育児・介護などのために離職する人が多いための就業年数が短く、また、復職
しても非正規雇用が多いために収入が少ない傾向にあります。

◯　短時間勤務や在宅勤務など、本人の希望に応じた働き方を提供できる環境を整備する必要があ
ります。

◯　再就職のための知識・技術の習得支援をはじめ、新規創業支援などチャレンジする意欲のある
女性への一層の支援が求められています。

（７）　女性のチャレンジ支援

（％）
100

80

60

40

20

0
15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～ （歳）

就業希望者の
対人口割合＋労働力率

労働力率

総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成26年）より作成。
（「労働力率」は、15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合。）

女性の年齢別労働力率（全国）

（％）
100

80

60

40

20

0

不詳

妊娠前から無職

出産退職

就業継続（育休なし）

就業継続（有休利用）

出産前有職
70.7％

無職
62.0％

有職
38.0％

H２～６ H７～11 H12～16 H17～21（年）

3.4

34.6

37.7

16.3

8.1

3.8

32.8

39.3

13.0

11.2

4.1

28.5

40.6

11.9

14.8

5.2

24.1

43.9

9.7

17.1

国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査」より抜粋

第１子出産前後の妻の就業経歴 第１子出産前有職者の
うち約６割が第１子出
産を機に離職

就業希望者：303万人
（内25歳～44歳は162万人）
※男性の就業希望者は116万人

労働力人口：2,824万人
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第４次 おかやまウィズプラン
男女が共に輝くおかやまづくり

第３章
計画の概要
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１　目　標

男女が共に輝くおかやまづくり

男女の人権の尊重とパートナーシップの確立
　男女共同参画社会は、男女が対等なパートナーとして、一人ひとりの個性と能力を

発揮することで、実現できるものです。そのためには、直接的か間接的かを問わず、性

別による差別的取扱いを受けないこと、個人として能力を発揮する機会が確保される

ことや、男女間における暴力が根絶されることなど、男女の人権が尊重されなければ

なりません。

「社会的・文化的に形成された性別」（ジェンダー）に気づく視点
　人間には生まれついての生物学的性別（セックス／sex）があります。一方、社会

通念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、こ

のような男性、女性の別を「社会的・文化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）

といいます。「社会的・文化的に形成された性別」は、それ自体に良い、悪いの価値を

含むものではなく、国際的にも使われています。

　「社会的・文化的に形成された性別」が性差別、性別による固定的役割分担、偏見な

どにつながっている場合には、これらが社会的、文化的に作られたものであることを

意識して、社会的な合意を得ながら見直していく必要があります。

２　基本的な視点
　計画全体を貫く基本的な視点は次のとおりです。

第３章　計画の概要
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女性のエンパワーメントの促進とチャレンジ支援
　男女が対等に参画する社会を実現するためには、女性のエンパワーメント（女性が

自らの意識と能力を高め、社会のあらゆる分野で能力を発揮し、行動していくこと）

が重要です。

　また、チャレンジする意欲のある女性が、いつでも、どこでも、誰でも、チャレン

ジできるような支援も求められています。

さまざまな主体との協働の推進
　男女共同参画社会の実現には、県民、ボランティア・NPO、事業者・企業など多様

な主体と協働（複数の主体が目標を共有し、対等なパートナーとして共に力を合わせ

て活動すること）して、取り組むことが重要です。
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３　計画の体系
　計画全体の目標「男女が共に輝くおかやまづくり」を実現するため、テーマ別に３つの基本目標

を定め、その基本目標ごとに重点目標を定めます。

基本目標
Ⅰ 男女共同参画社会の基盤づくり

基本目標
Ⅱ 男女の人権が尊重される社会の構築

重点目標１　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し
施策の方向 ①社会制度・慣行の見直し

②社会的気運の醸成

重点目標２　男女共同参画に関する情報収集と調査・研究の推進
施策の方向 ①情報収集・提供、調査・研究等の充実

②男女共同参画に関する現状調査の定期的な実施

重点目標３　学校・家庭・地域における男女平等に関する教育・学習の推進
施策の方向 ①学校における男女平等に関する教育・学習の推進

②家庭における男女平等に関する教育・学習の推進
③地域における男女平等に関する教育・学習の推進

重点目標６　男女間のあらゆる暴力の根絶
施策の方向 ①男女間のあらゆる暴力の発生を防ぐ環境づくりの推進

②被害者への相談・支援・救済体制の充実
③若年層への予防啓発、デートDV対策の推進
④関連施策の推進体制の強化と民間団体等との協働

重点目標４　男性にとっての男女共同参画の推進
施策の方向 ①男性にとっての男女共同参画の推進

②男性の「働き方」に対する意識改革

重点目標５　若い世代における男女共同参画の推進
施策の方向 ①若い世代における男女共同参画の推進
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基本目標
Ⅲ 男女が共に活躍する社会づくり

重点目標７　情報化社会における男女の人権の尊重
施策の方向 ①女性の人権を尊重した表現の推進

②高度情報化社会への対応

重点目標８　生涯を通じた女性の健康支援
施策の方向 ①性と生殖に関する健康の重要性についての普及・啓発等

②生涯を通じた女性の健康支援

重点目標９　生活困難を抱える人々への支援
施策の方向 ①ひとり親家庭等の自立支援

②男性の孤立防止、日常生活等の自立支援
③高齢者、障害のある人等の自立した生活に対する支援

重点目標10　政策・方針決定過程への女性の参画促進
施策の方向 ①行政分野における女性の参画促進

②教育分野における女性の参画促進
③民間企業における女性の参画促進

重点目標13　女性のチャレンジ支援
施策の方向 ①職業能力開発と能力発揮の支援の充実

②創業を志す女性への支援
③子育て中の女性への就職支援

重点目標14　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現
施策の方向 ①職業生活と家庭・地域生活の両立支援

②多様なライフコースに対応した子育て・介護等の支援体制の充実や環境整備
③社会的気運の醸成

重点目標11　さまざまな分野・産業における女性の活躍の場の拡大
施策の方向 ①さまざまな分野（医療・科学・防災など）における女性の活躍の場の拡大

②さまざまな産業（農林水産業・自営業など）における女性の活躍の場の拡大

重点目標12　雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保
施策の方向 ①男女の均等な機会と待遇の確保の促進

②女性が働き続けることのできる環境づくり
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４　数値目標
　取組の効果が検証できるよう、平成32（2020）年度を目標年次とする21の数値目標を設定します。

数値目標 策定時 目標値

◎ 県民満足度等調査「男女が共に能力を発揮して活躍できる
地域になっている」の満足度の平均点 2.83点（H27.11） 3.08点（H32）

◯ 家庭教育相談員の養成数 903人（H26） 1,050人（H32）

◯ 男女共同参画青少年課・ウィズセンターで実施する事業の
参加者数における男性比率 23.9％（H26） 30.0％（H32）

◯ 県民満足度等調査「男女が共に能力を発揮して活躍できる
地域になっている」の20代及び30代における満足度の平均点 2.81点（H27.11） 3.06点（H32）

数値目標 策定時 目標値
◎ DV防止基本計画策定市町村数 16市町村（H27.4） 27市町村（H32）
◯ 高等学校等において、生徒に対するDV防止講座等の実施 44.3％（H26） 65.0％（H32）
◯ フィルタリング奨励宣言店舗数 172店舗（H27.10） 222店舗（H32）

◯ 学校行事や学級活動、ホームルーム活動等において
性に関する教育を実施している割合

（小学校） 96.8％（H26） 100％（H32）
（中学校） 94.2％（H26） 100％（H32）
（高　校） 86.3％（H26） 100％（H32）

◯ 女性のがん検診の受診率
（乳がん） 46.6％（H25） 50.0％（H31）

（子宮頸がん） 46.9％（H25） 50.0％（H31）
◯ 自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数） 17.0人（H26） 14.4人（H32）

数値目標 策定時 目標値
◎ 女性の生産年齢人口に対する常用労働者の割合 53.8％（H26） 59.3％（H32）
◯ 県の審議会等委員の女性比率 36.7％（H27.4） 40.0％（H32）

◯ 管理職における女性比率
（一般職公務員／課長級以上） 10.7％（H27.4） 13.0％（H32）
（ 教育職公務員 ／教頭以上） 21.4％（H27.5） 25.0％（H32）
（　民間企業　／係長級以上） 18.2％（H24） 25.0％（H30）

◯ 復職した女性医師数 77人（H22～26累計） 173人（H22～32累計）

◯ 女性消防団員数 592人（H27.4） 650人（H32）
◯ 農家における家族経営協定締結戸数 527戸（H26） 650戸（H32）
◯ 商工会議所・商工会事務局における管理職員の女性比率 12.6％（H27.4） 18.0％（H32）
◯ 県が実施する女性を対象とした就職面接会で就職した女性の人数 ― 50人（H32）

◯ 育児休業取得率
（女　性） 85.6％（H24） 90.0％（H30）
（男　性） 4.3％（H24） 8.0％（H30）

◯「おかやま子育て応援宣言企業」登録企業・事業所数 572箇所（H27.10） 750箇所（H32）
◯ 放課後児童クラブ実施箇所数 425箇所（H26） 540箇所（H31）

＊表内◎は、基本目標としての数値目標。○は、それぞれ基本目標内の重点目標に掲げる数値目標

基本目標
Ⅰ 男女共同参画の基盤づくり

基本目標
Ⅱ 男女の人権が尊重される社会の構築

基本目標
Ⅲ 男女が共に活躍する社会づくり
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第４次 おかやまウィズプラン
男女が共に輝くおかやまづくり

第４章
計画の内容
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第４章　計画の内容

基本目標
Ⅰ 男女共同参画社会の基盤づくり

　男女共同参画の視点に立った法律や制度が整備され、男女共同参画の意識も男女共同参画の視点に

立った法律や制度が整備される以前に比べると浸透してきたとはいえ、固定的な性別役割分担意識は

根強く残っています。男女の地位についても、不平等と感じる人は依然として多く、また、男性より

も女性のほうが不平等感を強く持っています。

　性差別、固定的な性別役割分担や偏見などにつながっている社会制度や慣行は、社会的な合意を得

ながら見直していく必要があります。

　男女が社会の対等なパートナーとして、さまざまな活動に共に参画できるよう、意識改革を促進します。

数値目標 策定時 目標値

県民満足度等調査「男女が共に能力を発揮して
活躍できる地域になっている」の満足度の平均点 2.83点（H27.11） 3.08点（H32）

職場で

地域社会で

家庭生活で

法律や制度の上で

学校教育の現場で

社会全体で見た場合

社会通念・習慣・
しきたりなどで

男性が
非常に優遇
されている

どちらかといえば
男性が優遇
されている 平等 わからない 無回答

どちらかといえば
女性が優遇
されている

女性が
非常に優遇
されている

政治の場で

18.6 54.7 10.4 9.7 4.3
2.2

0.1

30.4 42.1 12.2 10.5
2.9 1.6

0.3

20.6 48.6 4.915.1 6.7 3.4
0.6

9.2 44.7 5.523.8 12.0 4.3
0.6

7.9 45.9 7.825.5 8.6 3.5
0.9

10.8 29.4 5.630.8 18.1 4.5
0.9

9.7 59.5 9.9 8.5 9.0
3.1

0.2

17.7 7.120.647.8 3.7
0.52.7

0 20 40 60 80 100（％）

（n＝1,386）

平成26年「男女共同参画社会に関する県民意識調査」

各分野・社会全体における男女の地位の平等意識

Q.　あなたは次にあげる分野で男女の地位は平等になっているとお考えですか。
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現 状 と 課 題

　私たちが日頃、無意識に受け入れている慣習やしきたりの中には、「男は仕事、女は家庭」に代表さ

れる固定的な性別役割分担意識を含んでいるものがあります。それは、男女共同参画の視点から見た

場合、明らかに性別による区別を設けていなくても、男女の置かれている立場の違いなどを反映して、

結果的に中立に機能していない場合があります。さまざまな機会を捉え、男女の社会における活動の

選択に対し、中立的に働くような社会制度や慣習を構築するよう、意識改革を促進する必要があります。

　また、性的指向（注４）や性同一性障害（注５）を理由として困難な状況に置かれている場合や、障害があ

ること、外国人であること、同和問題などに加え、女性であることで複合的に困難な状況に置かれて

いる場合などについて、人権尊重と男女共同参画の観点からの啓発活動の促進や配慮が必要です。

（注４）性的指向
　人の恋愛・性愛がいずれの性別を対象とするかを表すものであり、具体的には、恋愛・性愛の対象が異性に向
かう異性愛、同性に向かう同性愛、男女両方に向かう両性愛を指します。

（注５）性同一性障害
　生物学的な性（からだの性）と性の自己意識（こころの性）が合致せず、そのことに苦悩している状態をいいます。
　平成16（2004）年７月に「性同一性障害者の性別の取扱の特例に関する法律」が施行され、性同一性障害で
あって一定の条件を満たす場合には、性別の取扱いの変更ができるようになりました。さらに、平成20（2008）
年には、家庭裁判所による性別変更要件を緩和する同法の一部改正法が施行されました。

数値目標 策定時 目標値

県民満足度等調査「男女が共に能力を発揮して
活躍できる地域になっている」の満足度の平均点 2.83点（H27.11） 3.08点（H32）

（再掲）

重点目標１　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し
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１ 社会制度・慣行の見直し
推進する施策

● 男女共同参画を促進するための広報・啓発
　 〔総合政策局 公聴広報課、県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター〕

● 県が実施する男女共同参画の促進に関する施策等についての苦情処理
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

● 男女共同参画社会づくりのための意識改革、情報提供等のための講座の開催
　 〔県民生活部 ウィズセンター〕

● �女性、子ども、高齢者、障害のある人、同和問題、外国人、ハンセン病問題、患者等、インター
ネットによる人権侵害、多様な性等、様々な人権をめぐる問題への理解と認識を深める啓発

　 〔県民生活部 人権施策推進課〕 

● ユニバーサルデザインの考え方の全県的な普及〔県民生活部 人権施策推進課〕

２ 社会的気運の醸成
推進する施策

● 男女共同参画を促進するための広報・啓発
　 〔総合政策局 公聴広報課、県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター〕[再掲]

● 男女共同参画社会への積極的な取組に対する顕彰制度〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

● 男女共同参画社会づくりのための意識改革、情報提供等のための講座の開催
　 〔県民生活部 ウィズセンター〕[再掲]

● �女性、子ども、高齢者、障害のある人、同和問題、外国人、ハンセン病問題、患者等、インター
ネットによる人権侵害、多様な性等、様々な人権をめぐる問題への理解と認識を深める啓発

　 〔県民生活部 人権施策推進課〕［再掲］ 

● 男女が共に子育てをする社会全体の気運の醸成〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 「農山漁村女性の日」の普及等、農林水産業における
　 男女共同参画の促進のための広報・啓発
　 〔農林水産部 農産課〕

施 策 の 方 向
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現 状 と 課 題

　県では、ウィズセンターを中心に情報収集・提供、調査・研究などを行うとともに、男女共同参画

に関する施策をより効果的に実施するため、施策の達成状況や関連情報を取りまとめて公表し、現状

を検証します。

　また、全国の動向、先駆的な取組など最新の情報を収集し、活用するために、国や各都道府県など

との連携を深めることも必要です。

　さらに、県内各地域において男女共同参画を推進する上で重要な役割を担う市町村との連携とともに、

市町村の男女共同参画計画の策定、条例の制定や施策への支援を積極的に行っていく必要があります。

１ 情報収集・提供、調査・研究等の充実
推進する施策

● 男女共同参画推進のための情報収集・提供等〔県民生活部 ウィズセンター〕

● 人材情報の収集・提供〔県民生活部 ウィズセンター〕

● 情報誌「With」の発行〔県民生活部 ウィズセンター〕

● メールマガジン「ウィズおかやまかわらばん」の発行〔県民生活部 ウィズセンター〕

２ 男女共同参画に関する現状調査の定期的な実施
推進する施策

● 男女共同参画関連施策・情報についての報告書の作成・公表〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

● 男女共同参画に関する県民意識調査の実施〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

● 市町村の男女共同参画についての現状調査及び情報提供〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

● 市町村の男女共同参画推進の支援〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

● ウィズセンター登録団体間のネットワークづくり〔県民生活部 ウィズセンター〕

施 策 の 方 向

重点目標２　男女共同参画に関する情報収集と調査・研究の推進
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重点目標３　学校・家庭・地域における男女平等に関する教育・学習の推進

現 状 と 課 題

　男女共同参画社会の実現に向けて、効果的に理解を促進するためには、学校、家庭、地域などあら

ゆる場を通じた広報・啓発の総合的な実施と、幼児から高齢者に至るそれぞれの年代において、啓発

活動が親しみやすくわかりやすいものとする必要があります。

　学校においては、人権の尊重、男女の平等や男女相互の理解と協力の必要性、家庭生活の大切さな

どについて子どもたちの理解を深めるため、男女共同参画の理念に基づいた適切な指導ができるよう、

教職員の資質と指導力の向上が重要です。

　また、家庭や地域において、親世代の意識や生活態度、地域のしきたりなどは、子どもに大きな影

響を与えます。「男の子だから、女の子だから…」といった固定的な性別役割分担意識にとらわれるこ

となく、子ども一人ひとりの個性と能力を発揮できるような環境づくりや、あらゆる年代・立場の人

が男女共同参画社会づくりに取り組むための多様な学習機会の提供が必要です。

数値目標 策定時 目標値

家庭教育相談員の養成数（注６） 903人（H26） 1,050人（H32）

（注６）家庭教育相談員
　県教育委員会が実施する子どもや家庭教育の専門知識を内容とした養成講座を修了し、市町村において、子育
てやしつけに悩む保護者の相談や支援活動を中心に行っている者の数
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１ 学校における男女平等に関する教育・学習の推進
推進する施策

● 高校生・大学生等若年層を対象とする男女共同参画の意識啓発、広報
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター〕

● 青少年健全育成アドバイザーの派遣〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

● 自ら考え行動する消費者を支援する消費者教育、各種講座の実施〔県民生活部 くらし安全安心課〕

● 私立学校等を対象とした人権教育に対する補助事業の実施〔総務部 総務学事課〕

● 公立学校における人権教育（男女平等の推進）の実施〔教育庁 人権教育課〕

● 公立学校における家庭科教育等の実施〔教育庁 義務教育課・高校教育課〕

● 公立学校における職業観、勤労観の醸成〔教育庁 義務教育課・高校教育課〕

２ 家庭における男女平等に関する教育・学習の推進
推進する施策

● 自ら考え行動する消費者を支援する消費者教育、各種講座の実施
　 〔県民生活部 くらし安全安心課〕［再掲］

● 子どもや家庭に関する相談及び指導・助言〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 家庭教育相談員等による子育てに関する悩みを持つ親等を支援するための相談・助言
　 〔教育庁 生涯学習課〕

３ 地域における男女平等に関する教育・学習の推進
推進する施策

● 地域に密着した男女共同参画推進事業（研修会の開催等）の県内全域にわたる展開
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

● 青少年健全育成促進アドバイザーの派遣〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］

● 県内各地に出向いての男女共同参画の意識啓発〔県民生活部 ウィズセンター〕

● 自ら考え行動する消費者を支援する消費者教育、各種講座の実施
　〔県民生活部 くらし安全安心課〕［再掲］

● 生涯学習大学等による生涯にわたる多様な学習機会の提供〔教育庁 生涯学習課〕

● 市町村教育委員会担当者等を対象とした人権教育・啓発指導者養成講座や
　 人権教育連絡会の開催〔教育庁 人権教育課〕

施 策 の 方 向
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１ 男性にとっての男女共同参画の推進
推進する施策

● 男性向けの広報・啓発活動の実施〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

● 男性の家事・育児・介護等に対する意識改革のための事業の実施〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

● 地域に密着した男女共同参画推進事業（研修会の開催等）の県内全域にわたる展開
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］

● 男性向け各種講座の実施〔県民生活部 ウィズセンター〕

● 男性相談員による男性電話相談の実施〔県民生活部 ウィズセンター〕

● 県職員の新規採用職員研修等による職員の意識啓発〔総務部 人事課〕

２ 男性の「働き方」に対する意識改革
推進する施策

● 男性の家事・育児等に対する意識改革のための事業の実施〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］

● 男性の働き方の見直しを促進するための講座の実施〔県民生活部 ウィズセンター〕

● イクボスの取組推進〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 岡山県はたらくパパたちの育休等奨励金制度の実施〔保健福祉部 子ども未来課〕

施 策 の 方 向

重点目標４　男性にとっての男女共同参画の推進

現 状 と 課 題

　男女共同参画社会の実現は、女性だけでなく、男性もより生きやすく暮らしやすい社会をつくるこ

とでもあります。

　しかし、男性の多くは、これまで、男女共同参画を「女性だけの課題」、「家庭や職場における男女

間のささいな問題」と考えがちであり、「自分の問題」、「日本社会に大きな意味を持つもの」という認

識が低かったと考えられます。

　また、男性正社員を前提とした長期間労働といった「働き方」や、男性の家事・育児・介護等への

参画に対する意識改革が進んでいないことが考えられます。

　男女共同参画社会の実現のために、男性が果たす役割は大変重要であり、男性の「働き方」を始め

とする意識改革を促進することが必要です。

数値目標 策定時 目標値

男女共同参画青少年課・ウィズセンターで
実施する事業の参加者数における男性比率 23.9%（H26） 30.0%（H32）
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１ 若い世代における男女共同参画の推進
推進する施策

● 高校生・大学生等若年層を対象とする男女共同参画の意識啓発、広報
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター〕［再掲］

● 地域に密着した男女共同参画推進事業（研修会の開催等）の県内全域にわたる展開
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］

● 青少年健全育成促進アドバイザーの派遣〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］

● 公立学校における家庭科教育等の実施〔教育庁 義務教育課・高校教育課〕［再掲］

施 策 の 方 向

数値目標 策定時 目標値

県民満足度等調査「男女が共に能力を発揮して
活躍できる地域になっている」の
20代及び30代における満足度の平均点

2.81点（H27.11） 3.06点（H32）

現 状 と 課 題

　将来を担う若い世代が男女共同参画の意識を身に付け、行動することは、男女共同参画社会の実現

に大きく寄与すると同時に、一人ひとりの可能性を広げ、充実した人生を送ることにつながります。子

どもの頃から、固定的な性別役割分担意識にとらわれず、将来を見通した自己形成ができるような取

組を進めることが必要です。

重点目標５　若い世代における男女共同参画の推進
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基本目標
Ⅱ 男女の人権が尊重される社会の構築

　男女共同参画社会の実現のためには、性別や年齢などにかかわらず、一人ひとりの人権が尊重され

ることが何よりも重要です。

　暴力は重大な人権侵害であり、決して許されるものではありません。なかでも、配偶者等からの暴

力(ＤＶ)など、多岐にわたる男女間の暴力は、男女が対等なパートナーであることを否定するものであ

り、必ず根絶しなければならない社会問題です。暴力を容認しないことは平和な社会を築く基礎であ

り、男女が両性の本質的平等のもとに、安心して暮らせる環境づくりに一層取り組みます。

　女性には、妊娠や出産など、生涯を通じて、男性とは異なる健康上の特性があることから、女性の

ライフサイクルにあわせた心と体の健康づくりを支援します。

　さらに、経済情勢の変化に伴い、非正規雇用労働者やひとり親など、生活上の困難に直面する人が

増加している中で、さまざまな困難な状況に置かれている人々への支援にも取り組みます。

数値目標 策定時 目標値

DV防止基本計画策定市町村数 16市町村 (H27.4) 27市町村 (H32)

（相談件数）
4,500
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（保護命令件数）
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1,227
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1,196
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1,607
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2,532

54

2,555

41

2,719

37

3,220

59

3,486

82
3,531

71

3,358

74

3,882

90 4,064

87
3,737

97
女性相談所

県民局

男女共同参画推進センター

警察本部・警察署

岡山市

倉敷市

裁判所の保護命令

男女共同参画青少年課、子ども未来課、子ども女性安全対策課調べ（各年度末現在）

DV相談件数と裁判所の保護命令件数（県）
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１ 男女間のあらゆる暴力の発生を防ぐ環境づくりの推進
推進する施策

● 男女間のあらゆる暴力を許さない社会環境づくりに向けての啓発
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター〕
● DVに関する相談窓口の周知〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕
● 県の職場におけるハラスメント防止対策の推進
　 〔総務部 人事課、教育庁 教育政策課・教職員課、警察本部 警務課〕
● 高齢者虐待防止の推進〔保健福祉部 長寿社会課〕
● 職場におけるハラスメント防止対策の普及・啓発〔産業労働部 労働雇用政策課〕

施 策 の 方 向

数値目標 策定時 目標値

高等学校等において、
生徒に対するDV防止講座等の実施 44.3％（H26） 65.0％（H32）

現 状 と 課 題

　すべての暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、当事者の性別や間柄を問わず、決

して許されるものではありません。男女間の暴力は、配偶者等からの暴力（DV）、性犯罪、セクシュ

アル・ハラスメント、ストーカー行為などさまざまです。男性にも女性にも被害を受けている人はい

ますが、相談件数が圧倒的に多いのは女性からであり、被害も深刻です。その背景には、男尊女卑の

社会通念、固定的な性別役割分担意識、経済的格差など、個人の問題として片付けられない社会の構

造的な問題が存在しています。一方、男性からの相談件数が少ないのは、「男性は強くあるべき」、「男

性は弱音を吐いてはいけない」といった意識から相談せず、表面化していないとも考えられます。

　男女間のあらゆる暴力の根絶は、男女共同参画社会を実現していく上で、社会全体で取り組み、克

服すべき重大な課題にほかなりません。

　そのためには、暴力の発生を防ぎ、暴力を容認しない社会風土の醸成に努めるとともに、被害者の

ニーズに応じた支援体制の充実が求められています。

　特に、若い世代においては、交際相手などからの暴力（デートDV・ストーカー）も問題となっています。

若者を被害者にも加害者にもしないための予防啓発、教育・学習の推進や、相談窓口の周知が重要です。

　また、配偶者等からの暴力（DV）の防止や被害者の保護については、県だけの対応では不十分です。

「岡山県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画」（DV防止基本計画）に基づき、

市町村をはじめとした関係機関と連携し、かつ、ボランティア・NPOと協働し、広報・啓発や、被害

者の保護と自立支援に取り組む必要があります。

重点目標６　男女間のあらゆる暴力の根絶
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● 教職員等を対象とした人権意識の啓発〔教育庁 人権教育課〕
● 県立学校における人権学習（男女間のあらゆる暴力の防止）の推進〔教育庁 人権教育課〕
● 風俗環境浄化対策等の推進〔警察本部 少年課・生活環境課〕
● DV対策の推進〔警察本部 子ども女性安全対策課〕
● ストーカー対策の推進〔警察本部 子ども女性安全対策課〕

2  被害者への相談・支援・救済体制の充実
推進する施策

● 市町村が行うDV対策への支援〔県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター〕
● 民間団体と連携した自立支援体制の強化〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕
● 医療関係者等のDVについての理解の促進〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕
● DVに関する相談窓口の周知〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］
● 男女共同参画に関する総合相談の実施〔県民生活部 ウィズセンター〕
● 女性の人権についての相談機関の連携〔県民生活部 ウィズセンター〕
● 男性相談員による男性電話相談の実施〔県民生活部 ウィズセンター〕［再掲］
● DV相談とDV被害者を支援する体制（配偶者暴力相談支援センター）の充実
　 〔県民生活部 ウィズセンター、保健福祉部 女性相談所〕
● 在住外国人に対する相談体制の充実〔県民生活部 国際課〕
● 障害のある人を対象としたDVについての情報提供〔保健福祉部 障害福祉課〕
● DV被害者の一時保護〔保健福祉部 女性相談所〕
● 要保護女子等を対象とした相談、調査、指導及び一時保護〔保健福祉部 女性相談所〕
● 高齢者虐待防止の推進〔保健福祉部 長寿社会課〕［再掲］
● 障害のある人に対する虐待防止の推進〔保健福祉部 障害福祉課〕
● 児童生徒・教職員等への各種相談窓口の紹介〔教育庁 人権教育課〕
● ストーカー・DV被害防止のための相談・通報体制の強化〔警察本部 子ども女性安全対策課〕
● 被害者相談体制の強化〔警察本部 県民応接課・捜査第一課〕

３ 若年層への予防啓発、デートDV対策の推進
推進する施策

● 高校・大学等でのデートDV防止のための啓発講座の開催〔県民生活部 ウィズセンター〕
● 若年層を対象としたデートDV防止のための広報・啓発〔県民生活部 ウィズセンター〕
● 県立学校における人権学習（男女間のあらゆる暴力の防止）の推進〔教育庁 人権教育課〕［再掲］

４ 関連施策の推進体制の強化と民間団体等との協働
推進する施策

● DV対策に関係する機関による意見交換及び課題の検討
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター、保健福祉部 女性相談所〕
● 市町村が行うDV対策への支援〔県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター〕［再掲］
● 民間団体と連携した自立支援体制の強化〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］
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現 状 と 課 題

　男女共同参画社会の実現に向けて、メディアの影響力は極めて大きく、特に広報・啓発における役

割が期待されます。

　憲法では、「表現の自由」を権利の一つとして保障していますが、同時に表現される側の人権につい

ても保障されなければなりません。特に、性の商品化や暴力などの表現については、社会全体の性に

関する道徳観、倫理観を損ない、さらに、女性の人権を侵害していることを認識する必要があります。

あわせて、受け手側もメディアからの情報をただ

受け取るだけではなく、主体的に読み解いていく

能力（情報リテラシー）の向上が求められます。

　また、情報通信技術の進歩により、ツイッター

やLINEなどのソーシャルネットワークサービ

スが飛躍的に普及し、生活の利便性が向上した

一方で、それらが悪用され、情報リテラシー不

足により青少年が巻き込まれる深刻な事件が発

生するなど、高度情報化に伴う課題への対応も

必要となっています。
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H26（年）

31

岡山県警察本部調べ（各年12月31日現在）

わいせつ情報等の違法情報の取締件数

重点目標７　情報化社会における男女の人権の尊重

１ 女性の人権を尊重した表現の推進
推進する施策
● 県の各部局における
　 男女共同参画の視点を踏まえた広報の推進〔全部局〕
● 県広報紙などへの掲載広告に関する
　 庁内審査会の開催〔総合政策局 公聴広報課〕

２ 高度情報化社会への対応
推進する施策
● 条例に基づく青少年の健全育成の推進〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕
● 青少年の情報リテラシーの向上〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕
● 青少年健全育成アドバイザーの派遣〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］
● わいせつ情報等の違法・有害情報対策の推進〔警察本部 生活環境課〕

施 策 の 方 向

数値目標 策定時 目標値

フィルタリング奨励宣言店舗数 172店舗 (H27.10) 222店舗 (H32)
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（注７） 性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）
　平成６（1994）年の国際人口／開発会議で提唱された考え方で、女性の重要な人権のひとつとされています。

　○性と生殖に関する健康（リプロダクティブ・ヘルス）
　　　人間の生殖システム、その機能と（活動）過程のすべての側面において、単に疾病、障害がないというば

かりでなく、身体的、精神的、社会的に完全に良好な状態にあること
　○性と生殖に関する権利（リプロダクティブ・ライツ）
　　　すべてのカップルと個人が自分たちの子どもの数、出産間隔、並びに出産する時を責任をもって自由に決

定でき、そのための情報と手段を得ることができるという基本的権利、並びに最高水準の性に関する健康及
びリプロダクティブ・ヘルスを得る権利

重点目標８　生涯を通じた女性の健康支援

現 状 と 課 題

　男女がお互いを尊重し、性別による違いを理解しあって健やかに過ごすことは、男女共同参画社会

を実現するために重要です。

　特に女性は、妊娠や出産の可能性があることなど、生涯を通じて男性とは異なる身体的、精神的、社

会的な健康上の変化や問題に直面することに、男女とも留意する必要があり、「性と生殖に関する健康

と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）」（注７）の視点に基づく、命の大切さや正しい性の知識の

教育など意識の啓発が必要です。

　さらに近年は、女性の就業等の増加や晩婚化等婚姻をめぐる変化、平均寿命の伸長等に伴う女性の

健康に関わる諸問題の変化に応じた対策が必要となっており、女性専門外来を設置する医療機関が増

え、女性の心と体の特性を総合的に考慮した診療を受けられる環境が整ってきていますが、今後さら

に充実することが期待されます。

　こうした視点を踏まえ、男女が互いの性別による違いについて理解を深め、男女の健康を生涯にわ

たり総合的に支援するための取組を進める必要があります。



37

章
４
第

計
画
の
内
容
［
基
本
目
標
Ⅱ
］

（％）
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岡山県
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乳がん

子宮頸がん

厚生労働省「衛生行政報告例」（各年度末現在） 厚生労働省「国民生活基礎調査」（各年度末現在）

20歳未満の人口妊娠中絶率 女性のがん検診の受診率

15歳以上20歳未満の女子の総人口千対

数値目標 策定時 目標値

学校行事や学級活動、ホームルーム活動等において
性に関する教育を実施している割合

小：96.8％（H26）

中：94.2％（H26）

高：86.3％（H26）

小：100％（H32)

中：100％（H32)

高：100％（H32)

女性のがん検診の受診率 ＊

乳がん 46.6％（H25） 50.0％（H31）

子宮頸がん 46.9％（H25） 50.0％（H31）

＊国民生活基礎調査（３年ごと）による。

１ 性と生殖に関する健康の重要性についての普及・啓発等
推進する施策

● エイズ出前講座等、エイズ・HIV感染症に関する正しい知識の普及啓発の推進、
　 相談検査体制の充実、医療対策の促進等〔保健福祉部 健康推進課〕

● 不妊に悩む夫婦の精神的・経済的負担軽減のための支援〔保健福祉部 健康推進課〕

● 性感染症の検査及び性感染症予防知識の普及・啓発〔保健福祉部 健康推進課〕

● 妊娠・出産に関する正しい知識の普及啓発〔保健福祉部 健康推進課〕

● 公立学校における児童生徒の発達段階に応じた性に関する教育の実施〔教育庁 保健体育課〕

２ 生涯を通じた女性の健康支援
推進する施策

● 周産期における高度専門的な医療体制の整備〔保健福祉部 医療推進課〕

● 乳がん､ 子宮がんについての正しい知識の普及啓発と検診受診率の向上
　 〔保健福祉部 健康推進課〕

● 女性の心と身体に対する相談支援の実施〔保健福祉部 健康推進課〕

施 策 の 方 向
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重点目標９　生活困難を抱える人々への支援

現 状 と 課 題

　経済情勢の変化に伴い、非正規雇用といった労働環境が厳しさを増す中で、貧困や、地域での孤立

などさまざまな生活上の困難に直面する人が増加しています。

　特に、経済的に不安定なひとり親家庭などについて、貧困からくる子どもの養育や健康面への悪影

響の連鎖を断ち切るためにも、相談体制の強化、自立支援などの対策を実施していく必要があります。

　また、固定的な性別役割分担意識がもたらす過度のプレッシャーや、地域での孤立化などによる男

性の心身の健康の問題も懸念されます。周囲とのネットワークづくり、家事など日常生活面の支援も

重要です。

　さらに、地域で高齢者の生活を支えていくための地域包括ケアシステムの構築や介護保険制度によ

る適切なサービスの実施など、高齢者や介護する家族を支援する必要があります。

数値目標 策定時 目標値

自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数） 17.0人（H26） 14.4人（H32）

１ ひとり親家庭等の自立支援
推進する施策

● ひとり親家庭等に対する就業相談から就業情報の提供にいたるまでの一貫した就労支援
　 〔保健福祉部 子ども未来課〕

● ひとり親家庭等における医療費負担の軽減〔保健福祉部 子ども未来課〕

● ひとり親家庭等に対する相談活動〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 児童扶養手当の支給〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 母子家庭の母等の職業能力開発の取組に対する支援〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 母子福祉資金、父子福祉資金、寡婦福祉資金の貸付〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 母子、父子家庭等に対する生活安定化のための資金貸付〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 母子家庭の母等の職業訓練に伴う経済的負担の軽減〔産業労働部 労働雇用政策課〕

● 県営住宅の一般住戸入居におけるひとり親家庭への抽選時における優遇措置
　 〔土木部都市局  住宅課〕

施 策 の 方 向
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２ 男性の孤立防止、日常生活等の自立支援
推進する施策

● 男性向けの広報・啓発活動の実施〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］

● 地域に密着した男女共同参画推進事業（研修会の開催等）の県内全域にわたる展開
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］

● 男性向けの料理教室等、日常生活の支援〔保健福祉部 健康推進課〕

● 自殺予防対策の充実（性別を問わない）〔保健福祉部 健康推進課〕

３ 高齢者、障害のある人等の自立した生活に対する支援
推進する施策

● 認知症高齢者に関する早期診断･早期対応、研修体制の充実、
　 家族介護者に対する支援や普及啓発等〔保健福祉部 健康推進課〕

● 障害のある人の社会参加に向けた理解促進〔保健福祉部 障害福祉課〕

● 障害のある人の相談支援、移動・コミュニケーション等の支援〔保健福祉部 障害福祉課〕

● 身体障害のある人の自立促進、身体機能の維持向上の支援〔保健福祉部 障害福祉課〕

● 地域における障害のある人の自立支援〔保健福祉部 障害福祉課〕

● 県有施設の整備における高齢者や障害のある人等の意見を聞くバリアフリー相談検討会の実施
　 〔保健福祉部 障害福祉課〕

● 発達障害のある人のトータルライフ支援〔保健福祉部 障害福祉課〕

● 地域包括ケアシステムの構築の支援〔保健福祉部 長寿社会課〕

● 在宅高齢者に対する各種サービスの提供と質の向上に向けた市町村支援
　 〔保健福祉部 長寿社会課〕

● 医療・介護の連携〔保健福祉部 長寿社会課〕

● 介護支援専門員の養成、認定調査員等の研修〔保健福祉部 長寿社会課〕

● 介護基盤の整備推進〔保健福祉部 長寿社会課〕

● 介護保険運営に係る市町村の指導・支援〔保健福祉部 長寿社会課〕

● 高齢者等が円滑に入居できる
　 賃貸住宅についての情報提供〔土木部都市局 住宅課〕
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基本目標
Ⅲ 男女が共に活躍する社会づくり

　男女が社会のあらゆる分野に参画し、共に責任を担うことは、男女共同参画社会の基礎となるもの

です。

　行政や事業者・企業のサービスを受ける対象の半数は女性であり、ニーズにあったサービスを提供

するためにも、政策・方針の決定過程への女性の参画が必要です。以前に比べると進んできたとはい

え、その割合はまだ少なく、女性の意思を十分に反映できているとはいえません。行政はもとより、関

係機関、各種団体、事業者・企業などへも働きかけ、女性の参画の拡大を一層推進します。

　あわせて、活躍が期待されながらも女性の参画が進んでいない医療、科学技術・学術、防災といっ

たさまざまな分野や農林水産業、自営業、建設業といった産業において、女性の活躍の場の拡大に向

けた取組を行います。

　雇用の分野については、職場における男女の均等な機会と待遇の確保などを一層推進し、結婚や出

産など、ライフイベントにより本人の意に反して離職しないよう、働き続けることのできる環境づく

りを進めます。あわせて、意欲と能力のある女性が、さらに社会での活躍の場を広げるためのチャレ

ンジを支援するとともに、子育て中の女性の就職を支援します。

　さらに、男女が社会のあらゆる分野に参画し、活躍していくためには、一人ひとりが、仕事、家庭、

地域活動、趣味や自己啓発などをバランスよく充実させ、自分の望むライフコースを選ぶことができ

る「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の実現が必要であり、これは、個人の問題にとど

まらず、少子化・高齢化の進展や労働力人口の減少の中で社会・経済を活性化させるためにも、大変

重要です。

　県においても国などと連携して、誰もが働きやすく、暮らしやすい社会を目指し、仕事と生活の調

和の実現に取り組みます。

数値目標 策定時 目標値

女性の生産年齢人口に対する常用労働者の割合 53.8％ (H26) 59.3％ (H32)
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現 状 と 課 題

　政策・方針決定過程への参画とは、企画立案の段階から携わり、責任を担うことです。
　行政サービスの対象は男女で構成される住民であることから、行政の政策・方針決定過程において、
さらに多くの女性が参画する必要があります。
　また、行政だけでなく、民間企業における女性の参画促進も重要であり、積極的改善措置（ポジティ
ブ･アクション）（注８）など、各種の施策を積極的に推進します。

重点目標10　政策・方針決定過程への女性の参画促進

（注８）積極的改善措置（ポジティブ・アクション）
　固定的な性別役割分担意識や過去の経緯から、活動に参画する機会が提供されず、男女の間に事実上生じてい
る差（例　営業職に女性は配置されていない、役職者が男性ばかりで女性がいないなど）の解消を目指して、個々
の事業者・企業が自主的・積極的に、男女のいずれか一方に対し、機会を提供する取組のことです。例としては、
県の審議会等委員や、管理職における女性比率の目標設定などがあります。

0 20 40 60（％）

国会議員・都道府県議会議員・
市町村議会議員

都道府県知事・市町村長

企業の管理職

裁判官・検察官・弁護士

国家公務員・地方公務員の管理職

起業家・経営者

自治会長・町内会長等

労働組合の幹部

国連などの国際機関の管理職

新聞・放送の記者

大学教授

農協・漁協・森林組合の役員

その他

女性は政策・方針の決定に
かかわる役職につくべきではない

わからない

52.5 49.4
56.7

46.2
43.2

49.8
45.1

45.6
46.1

35.0
34.0

37.1
42.5

41.4
44.2

31.4
30.9

32.7
25.7 19.5

33.0
26.5

28.0
25.6

26.7
25.6

28.1
22.0

18.6
26.7

22.9
21.2

25.3
16.2

13.5
20.0

2.6
2.0

3.4
1.7

2.0
1.4

14.5
15.9

12.2

合計（n＝1,321）
女性（n＝   706）
男性（n＝   566）

平成26年「男女共同参画社会に関する県民意識調査」

今後女性がもっと増える方がよいと思う役職

Q.�　次にあげるような政策・方針の決定にかかわる役職において、今後女性がもっと増える方がよいとあなたが
思うものをすべてお答えください。
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数値目標 策定時 目標値

県の審議会等委員の女性比率 36.7％（H27.4） 40.0％（H32）

管理職における女性比率

（一般職公務員
　／課長級以上）＊

10.7％（H27.4） 13.0％（H32）

（教育職公務員
　／教頭以上）＊＊

21.4％（H27.5） 25.0％（H32）

（民間企業
　／係長級以上）＊＊＊

18.2％（H24） 25.0％（H30）
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（％）
30

25

20

15
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27（年度）

21.5

21.9
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H18
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市町村県
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10.1
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8.0 8.1
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8.7

（％）
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15.5 16.3
14.9

18.2

H15 H18

男女共同参画青少年課調べ（各年度４月１日現在）

文部科学省「学校基本調査」（各年度５月１日現在）

人事課、男女共同参画青少年課調べ（各年度４月１日現在）
（県について、平成18年度までのデータには、地方独立行政法人化前の
県立大学を含む。平成20年度以降は、諸局を含む。）

平成15、18年度：岡山県労務管理等実態調査（各年度９月30日現在）
平成21年度：岡山県仕事と家庭の両立支援に関する調査
　　　　　　 （平成21年12月１日現在）
平成24年度：岡山県仕事と家庭の両立支援に関する調査
　　　　　　 （平成24年10月１日現在）

県・市町村の審議会等委員の女性比率

管理職における女性比率
� （教育職公務員／教頭以上）

管理職における女性比率
� （一般職公務員／課長級以上）

管理職における女性比率
� （民間企業／係長級以上）

　　＊　内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」による。県及び県内市町村の一般職公務員の課長級以上を対象とする。
　＊＊　文部科学省「学校基本調査」による。公立の小学校・中学校・中等教育学校・高等学校・特別支援学校の校長・副校長・教頭を対象とする。
＊＊＊　岡山県「仕事と家庭の両立支援に関する調査」による。係長級以上を対象とする。
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１ 行政分野における女性の参画促進
推進する施策

● 県の審議会等委員への女性の参画推進〔全部局〕

● 市町村の男女共同参画についての現状調査及び情報提供
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］

● 男女共同参画の視点をもった指導者・人材の養成〔県民生活部  ウィズセンター〕

● 県の女性職員の登用推進、職域の拡大等〔総務部 人事課、教育庁 教育政策課〕

● 女性警察官の採用及び登用の拡大〔警察本部 警務課〕

２ 教育分野における女性の参画促進
推進する施策

● 女性教職員の登用促進、職域の拡大等〔教育庁 教職員課〕

３ 民間企業における女性の参画促進
推進する施策

● 男女共同参画の視点を導入した入札参加資格制度の実施〔全部局〕

● 男女共同参画の視点を導入した入札参加資格審査制度の実施
　 〔土木部 監理課、出納局 用度課〕

● 企業等の積極的改善措置（ポジティブ･アクション）の推進
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課、産業労働部 労働雇用政策課〕

● 管理職への女性の登用推進〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕

施 策 の 方 向
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重点目標11　さまざまな分野・産業における女性の活躍の場の拡大

現 状 と 課 題

　さまざまな分野における女性の活躍の場の拡大について、医療分野では、医師をはじめとする医療

従事者の女性も増えていますが、長時間労働や不規則な勤務形態によって育児・介護などと仕事との

両立が難しいことから、就業の継続や復職支援のための環境整備が求められています。

　次に、科学技術・学術分野では、我が国のこの分野における国際競争力の維持・強化や、多様な視

点・発想を取り入れた研究活動の活性化のためにも、採用をはじめ、女性の活躍の場を拡大すること

が必要です。

　さらに、防災分野では、自主防災組織や消防団に女性が増えてきたものの、防災・復興の方針を決

定する過程への女性の参画はまだ十分には進んでおらず、決定過程にも女性が参画し、女性の意見や

視点を十分に反映することが必要です。

　各種の産業の面から見た女性の活躍の場の拡大について、農林水産業や自営業では、多くの女性が

活躍し、生産や経営の担い手として大変重要な役割を果たしていますが、仕事の部分と生活の部分に

区別がつきにくかったり、報酬の規定がない場合もあるなど、労働に対する適正な報酬を受けていな

い事例が見受けられます。さらに、経営や事業運営の方針決定も男性中心に行われることが多いなど、

女性の果たす役割が十分に認識・評価されていない状況にあります。

　女性が果たしている役割に見合う評価を受け、経営や事業運営のパートナーとして参画することで、

女性は一層、喜びと責任を持って働くことができ、ひいては農林水産業や商工業の活性化につながり

ます。
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女性消防団員の数 農家における家族経営協定締結戸数



45

計
画
の
内
容
［
基
本
目
標
Ⅲ
］

章
４
第

数値目標 策定時 目標値

復職した女性医師数 ＊ 77人（H22～26累計） 173人（H22～32累計）

女性消防団員数 592人（H27.4） 650人（H32）

農家における家族経営協定締結戸数（注９） 527戸（H26） 650戸（H32）

商工会議所・商工会事務局における
管理職員の女性比率＊＊

12.6％（H27.4） 18.0％（H32）

　＊　県の女性医師等の復職支援事業を利用して復職した人数
＊＊　課長級以上を対象とする。

（注９）家族経営協定
　農業経営における経営方針や役割分担、就業条件、収益配分、生活の取り決め等を家族間の話し合いにより文
書化し明確にすることで、女性や後継者が意欲的に農業に取り組める環境を作り出すことを目的としています。

１ さまざまな分野（医療・科学・防災など）における女性の活躍の場の拡大
推進する施策

● 地域における女性消防団員の確保・充実〔知事直轄 消防保安課〕

● ももたろう未来塾による地域づくりリーダーの養成〔県民生活部 県民生活交通課〕

● 地域のコミュニティづくりの推進〔県民生活部 県民生活交通課〕

● 女性医師の復職支援〔保健福祉部 医療推進課〕

● 高校生等の科学技術分野への関心を高める事業に取り組む大学等との連携〔産業労働部 産業企画課〕

２ さまざまな産業（農林水産業・自営業など）における女性の活躍の場の拡大
推進する施策

● 働く女性生き活き企業応援奨励金〔県民生活部  ウィズセンター〕［再掲］

● 商工会議所・商工会の女性部、女性会への活動支援〔産業労働部 経営支援課〕

● 商工会議所・商工会への女性の参画支援〔産業労働部 経営支援課〕

● 家族経営協定締結の促進〔農林水産部 農産課〕

● 女性の認定農業者の拡大〔農林水産部 農産課〕

● 女性農業者等の経営参画推進〔農林水産部 農産課〕

● 農業士の育成〔農林水産部 農産課〕

● 女性農業者や起業グループリーダー等を対象とした
　 農産加工技術向上研修等の実施〔農林水産部 農産課〕

● 「農山漁村女性の日」の普及等、農林水産業における
　 男女共同参画の促進のための広報・啓発〔農林水産部 農産課〕［再掲］

● 農業委員会への女性の参画促進〔農林水産部 農村振興課〕

施 策 の 方 向
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重点目標12　雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

現 状 と 課 題

　少子化、高齢化が進展する中で、働きたい人が性別にかかわりなくその能力を十分に発揮できる社会
づくりは、地域経済の持続可能な発展や企業の活性化という観点からも、非常に重要ですが、子育てや
介護などの理由で女性が離職することによる、いわゆる「M字カーブ」問題が、いまだ解消されていま
せん。急務となっている待機児童解消に向けた保育環境の充実も含め、働きたい女性が仕事と子育て・
介護などの二者択一を迫られることなく、働き続けることのできる環境づくりが求められています。
　また、パートタイム労働などの非正規雇用は、多様な就業ニーズに応えることで女性の能力発揮を
促進するという積極的な意義もある一方、男性に比べて女性の非正規雇用の割合が高い現状において
は、女性が貧困に陥りやすい背景の一つとなっているほか、正規雇用と非正規雇用の間の格差は、男
女間の格差の一因になっているという問題もあります。
　さらに、雇用の分野におけるセクシュアル・ハラスメントに加え、マタニティ・ハラスメントといっ
た課題も明らかになっています。
　実質的な男女平等の実現に向けて、男女雇用機会均等法の定着促進、労働基準法、パートタイム労
働法など関係法令を含めた制度・趣旨の徹底、積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の普及啓
発などに取り組む必要があります。

数値目標 策定時 目標値

女性の生産年齢人口に対する常用労働者の割合 53.8％ (H26) 59.3％ (H32)

（再掲）

１ 男女の均等な機会と待遇の確保の促進
推進する施策
● 企業等の積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の推進
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課、産業労働部 労働雇用政策課〕[再掲]
● 労働関係法令等の周知〔産業労働部 労働雇用政策課〕
● 民間事業所の育児・介護休業制度や女性雇用管理に関する調査結果の公表〔産業労働部 労働雇用政策課〕
● 職場におけるハラスメント防止対策の普及・啓発〔産業労働部 労働雇用政策課〕[再掲]
● 県の職場におけるハラスメント防止対策の推進
　 〔総務部 人事課、教育庁 教育政策課・教職員課、警察本部 警務課〕[再掲]

２ 女性が働き続けることのできる環境づくり
推進する施策
● 仕事と生活の調和の実現のための広報・啓発等
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター、産業労働部 労働雇用政策課 〕
● 働く女性生き活き企業応援奨励金〔県民生活部  ウィズセンター〕［再掲］
● 女性の就労に関する情報提供〔県民生活部  ウィズセンター〕［再掲］
● 待機児童解消に向けた保育所の整備等の推進〔保健福祉部 子ども未来課〕

施 策 の 方 向
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現 状 と 課 題

　男女共同参画社会を実現するためには、女性が自らの意識と能力を高め、力を付け、行動していく

ことが必要です。世界経済フォーラムのジェンダー・ギャップ指数（男女平等指数）（注10）によれば、日

本は教育分野や保健分野は非常に高い水準にあるのに比べて、政治分野や経済分野への女性の参画が

進んでいません。能力と意欲のある女性の社会参画を一層推進する必要があります。

　女性の職業能力を高めるための知識・技術の習得やチャレンジしたい女性への情報提供などに取り

組むとともに、創業についての情報提供、専門知識の習得などについて支援する必要があります。

　また、子育て中の女性の就職支援について、短時間勤務や在宅勤務といった多様な働き方の情報提

供などが求められています。

重点目標13　女性のチャレンジ支援

（注10）ジェンダー・ギャップ指数（男女平等指数）
　各国における男女格差を明らかにするため、世界的な企業約1,000社で構成する国際的な非営利財団「世界経
済フォーラム」が毎年発表しています。
　経済（労働人口、賃金、管理職・専門職の男女比など）、教育（識字率、初等・中等・高等教育の就学率）、保
健（平均寿命、出生時の男女比）、政治（議員、閣僚の男女比など）の４分野を対象に算出しています。１が完全
平等、０が完全不平等を示しており、１に近いほど男女平等を意味します。

数値目標 策定時 目標値

県が実施する女性を対象とした
就職面接会で就職した女性の人数 ― 50人（H32）
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１ 職業能力開発と能力発揮の支援の充実
推進する施策

● 女性の再就職のためのキャリアアップ（より高い資格・能力を身につける）支援
　 〔県民生活部 ウィズセンター〕

● 女性医師の復職支援〔保健福祉部 医療推進課〕[再掲]

● 未就業医療従事者への就労支援〔保健福祉部 医療推進課〕

● 再就職を促進するための技術・知識の習得を目的とした職業訓練の実施
　 〔産業労働部 労働雇用政策課〕
● ＩＪＵターン希望者の就職支援〔産業労働部 労働雇用政策課〕

● 岡山労働局や公共職業安定所との連携による離職者等への就職支援等
　 〔産業労働部 労働雇用政策課〕

２ 創業を志す女性への支援
推進する施策

● 創業相談窓口の設置と創業塾、セミナーの開催による創業支援
　 〔産業労働部 経営支援課〕

３ 子育て中の女性への就職支援
推進する施策

● 仕事と生活の調和の実現のための広報・啓発等
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター、産業労働部 労働雇用政策課 〕[再掲]

● 子育て中の女性の多様な働き方を情報提供〔県民生活部 ウィズセンター〕

● 託児環境が整備されたハローワーク設置市以外に出張し、
　 託児所を設けた就職相談会・面接会を開催
　〔産業労働部 労働雇用政策課〕

施 策 の 方 向
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現 状 と 課 題

　男性も女性も、あらゆる世代の誰もが、仕事や子育て、介護、自己啓発、地域活動、ボランティア

などさまざまな活動を自分の希望するバランスで展開できるようになると、仕事も仕事以外の生活も

充実し、好循環が生まれ、ひいては社会全体の活性化につながります。

　誰もが仕事と生活の調和を実現し、いきいきと暮らすためには、家事、育児、介護などに男女が共

に取り組むことが必要ですが、育児・介護休業法などによる制度や環境の整備は進んできたものの、出

産や育児を機にやむなく離職する女性も依然として多く、女性の負担が大きいのが現状です。

　また、男性は、長時間労働を前提とした働き方によって仕事中心とならざるを得ないため、家庭や

地域活動に関われないことが多い状況です。

　仕事と生活の調和の実現のためには、行政だけでなく、事業者・労働者などが一体となって、その

考え方や意義を広め、社会的気運を盛り上げていくことも重要です。

重点目標14　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現

（％）
100

80

60

40

20

0
15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65以上（歳）

岡山県男性（平成22年）

岡山県女性（平成12年）

岡山県女性（平成22年）

岡山県女性（昭和50年）

総務省「国勢調査」

年齢階級別労働力率（県）

昭和50年　国際婦人年世界会議（第１回世界女性会議）開催
平成11年　「男女共同参画社会基本法」公布・施行
平成12年　「男女共同参画基本計画」閣議決定
平成22年　「第３次男女共同参画基本計画」閣議決定
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（％）
100
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60
H15 H18 H21 H24（年度）

84.1

93.7

85.3 85.6

（％）
5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0
H15 H18 H21 H24（年度）

0.2 0.4
0.7

4.3

平成15、18年度：岡山県労務管理等実態調査
　　　　　　　　 （各年度９月30日現在）
平成21年度：岡山県仕事と家庭の両立支援に関する調査
　　　　　　 （平成21年12月１日現在)
平成24年度：岡山県仕事と家庭の両立支援に関する調査
　　　　　　 （平成24年10月１日現在)

平成15、18年度：岡山県労務管理等実態調査
　　　　　　　　 （各年度９月30日現在）
平成21年度：岡山県仕事と家庭の両立支援に関する調査
　　　　　　 （平成21年12月１日現在)
平成24年度：岡山県仕事と家庭の両立支援に関する調査
　　　　　　 （平成24年10月１日現在)

女性の育児休業取得率 男性の育児休業取得率

数値目標 策定時 目標値

育児休業取得率
女 性 85.6％（H24） 90.0％（H30）

男 性 　4.3％（H24） 　8.0％（H30）

「おかやま子育て応援宣言企業」登録企業 ･ 事業所数 572箇所
（H27.10）

750箇所
（H32）

放課後児童クラブ実施箇所数 425箇所
（H26）

540箇所
（H31）
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     （％）
0 10 20 30 40 50

保育施設や介護のための
施設・サービスを拡充する

結婚・出産・介護などで退職した女性の
再雇用制度を充実する

育児や介護のための
休暇制度を充実する

労働時間の短縮や休日の
増加を促進する

フレックスタイム制、短時間勤務制、
在宅勤務制度などを導入する

賃金、仕事内容など、
労働条件面での男女差をなくす

育児や介護休暇中の
諸手当を充実する

管理職の意識改革

昇進・昇格の機会で
男女差をなくす

仕事と家庭の両立などの問題について
相談できる窓口を設ける

研修や職業訓練の機会を拡充する

その他

わからない

合計（n＝1,351）

女性（n＝   721）

男性（n＝   581）
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4.0
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26.1
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22.5

平成26年「男女共同参画社会に関する県民意識調査」

男女が共に「仕事と生活の調和」を図るため必要なこと

Q.　男女が共に「仕事と生活の調和」を図るためには、どのような条件整備が必要であると思いますか。
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１ 職業生活と家庭・地域生活の両立支援
推進する施策

● 仕事と生活の調和の実現のための広報・啓発等
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター、産業労働部 労働雇用政策課〕[再掲]

● 男性の働き方の見直しを促進するための講座の実施〔県民生活部 ウィズセンター〕[再掲]

● 県の職場における育児休業・介護休業を取得しやすく復帰しやすい環境の整備
　 〔総務部 人事課、教育庁 教育政策課・教職員課、警察本部 警務課〕

● 県の職場における育児短時間勤務・早出遅出勤務など、働きながら育児をしやすい環境の整備
　 〔総務部 人事課、教育庁 教育政策課・教職員課〕

● 男性職員の子育て参加促進〔総務部 人事課、教育庁 教育政策課・教職員課〕

● ITインフラを活用した医療･教育･地域づくり等、県民に身近な分野での情報化促進
　 〔県民生活部 情報政策課〕

● 院内保育を実施する病院等に対する助成〔保健福祉部 医療推進課〕

● おかやま子育て応援宣言企業の登録及び表彰〔保健福祉部 子ども未来課〕

● イクボスの取組推進〔保健福祉部 子ども未来課〕[再掲]

● 特別保育事業（休日保育、延長保育、病児保育等）の推進〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 待機児童解消に向けた保育所の整備等の推進〔保健福祉部 子ども未来課〕[再掲]

● 放課後児童クラブの運営支援〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 事業主等に対する育児・介護休業制度の周知・啓発等〔産業労働部 労働雇用政策課〕

● 市町村が実施するファミリー・サポート・センターの運営支援
　 〔産業労働部 労働雇用政策課〕

施 策 の 方 向
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２ 多様なライフコースに対応した子育て・介護等の支援体制の充実や環境整備
推進する施策

● 愛育委員会による育成支援や、地域全体で育児支援する地域づくりの推進〔保健福祉部 健康推進課〕

● �認知症高齢者に関する早期診断･早期対応、研修体制の充実、
　 家族介護者に対する支援や普及啓発等〔保健福祉部 健康推進課〕［再掲］

● 子どもの健康問題を早期発見、早期対応するための相談〔保健福祉部 健康推進課〕

● 子育てサークルの支援や育児相談ができるおかやま地域子育て支援拠点の設置を進め、
　 地域子育て力を向上〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 「子育て大学・地域ふれあい事業」による子育て支援〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 一時預かり事業（保育）の推進〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 岡山県はたらくパパたちの育休等奨励金制度の実施〔保健福祉部 子ども未来課〕

● 地域包括ケアシステムの構築の支援〔保健福祉部 長寿社会課〕［再掲］

● 在宅高齢者に対する各種サービスの提供と質の向上に向けた市町村支援
　 〔保健福祉部 長寿社会課〕［再掲］

● 医療・介護の連携〔保健福祉部 長寿社会課〕［再掲］

● 介護基盤の整備推進〔保健福祉部 長寿社会課〕［再掲］

● 高齢者等が円滑に入居できる賃貸住宅についての情報提供〔土木部都市局 住宅課〕［再掲］

３ 社会的気運の醸成
推進する施策

● 男女共同参画の視点を導入した入札参加資格制度の実施〔全部局〕[再掲]

● 仕事と生活の調和の実現のための広報・啓発等
　 〔県民生活部 男女共同参画青少年課・ウィズセンター、産業労働部 労働雇用政策課〕［再掲］

● 男性向けの広報・啓発活動の実施〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］

● 男女共同参画社会への積極的な取組に対する顕彰制度〔県民生活部 男女共同参画青少年課〕［再掲］

● 県民みんなで子育てをする気運の醸成を図るため、「おぎゃっと21」等のイベントの実施
　 〔保健福祉部 子ども未来課〕

● おかやま子育て応援宣言企業の登録及び表彰
　 〔保健福祉部 子ども未来課〕[再掲]

● イクボスの取組推進〔保健福祉部 子ども未来課〕[再掲]

● 家庭教育における男女協力や
　 地域活動の重要性の啓発〔教育庁 生涯学習課〕
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男女が共に輝くおかやまづくり

第５章　計画の総合的な推進

　男女の性別にとらわれず、一人ひとりの価値観に基づいた多様な生き方が尊重され、それぞれの能

力や個性をあらゆる分野で十分発揮できる社会の実現

　県民の役割
　県民一人ひとりが、男女共同参画社会の意義を正しく理解し、その実現に向け、職場、学校、地
域、家庭などあらゆる場を通して、主体的、積極的に取り組むことが求められています。
　性別による差別的な扱いをやめたり、固定的な性別役割分担意識に基づく制度・慣行を改善す
るなど、身近なところから男女共同参画社会づくりに取り組むよう努めましょう。

　ボランティア・NPOの役割
　男女共同参画社会を実現するためには、さまざまな分野で活躍している、ボランティアやNPO
の果たす役割が重要です。
　男女共同参画の視点を持って自主的な取組を行い、男女共同参画社会づくりに取り組むよう努
めましょう。

　市町村との連携
　男女共同参画社会を実現するためには、住民にとって最も身近な自治体である市町村の果たす
役割は重要です。また、活力あふれる地域社会は、男女共同参画なくしてありえません。
　このため、市町村との連携を図るとともに、市町村の男女共同参画計画の策定やDV対策など
を積極的に支援し、地域に根差した取組を促進します。

　事業者・企業の役割
　誰もがその個性と能力を十分に発揮して、いきいきと働くことができる男女共同参画社会を実
現するためには、事業者・企業の果たす役割が重要です。
　仕事と生活の調和の実現や、多様な視点を持つ人材の活用などにより、男女が共に参画できる
環境を整備することは、それぞれの事業者・企業はもちろん、日本の社会・経済の活性化につな
がります。積極的に男女共同参画社会づくりに取り組むよう努めましょう。

　県の役割
　「男女が共に輝くおかやまづくりの推進」を生き活きプランの「生きがい・元気づくり支援プ
ログラム」における推進施策の一つと位置づけ、全庁的な推進体制により第４次おかやまウィズ
プランを着実に推進し、適切な進行管理を行います。
　各種施策の実施にあたっては、男女共同参画を推進するための総合拠点施設である男女共同参
画推進センター（ウィズセンター）を中心に、県民、ボランティア・NPO、事業者・企業や教育
機関などさまざまな主体と協働して、総合的かつ効果的に推進します。



57

第４次 おかやまウィズプラン
男女が共に輝くおかやまづくり

関係資料



58

関
係
資
料

年 国 際 機 関 日 　 本 岡 山 県

1975年
（昭和50年）

▪国際婦人年（目標：平等、発
展、平和）

▪国際婦人年世界会議（第１回
世界女性会議）を開催

　（メキシコシティ、６～７月）
▪「世界行動計画」採択

▪婦人問題企画推進本部設置（９月）
▪婦人問題企画推進会議設置（９月）

1977年
（昭和52年）

▪「国内行動計画」、「婦人の政策決定参加を
促進する特別活動推進要綱」決定（１月）

1978年
（昭和53年）

▪「婦人問題行政連絡協議会」設置
▪県政モニターアンケート「婦人の地位向上

に関する意識調査」実施（10月）

1979年
（昭和54年）

▪第34回国連総会で「女子に対
するあらゆる形態の差別の撤
廃に関する条約」採択（12月）

▪県の婦人問題担当課を「県民課」に位置
付ける

▪「岡山の婦人問題を考える会」が発足、
　意見書を発表

1980年
（昭和55年）

▪「国連婦人の十年 中間年世界
会議」（第２回世界女性会議）
を開催（コペンハーゲン、７月）

▪「国連婦人の十年後半期行動
プログラム」採択

▪「岡山県婦人問題会議」を設置、同会議は
「婦人の地位と福祉の向上に関する提言」
を答申

1981年
（昭和56年）

▪「国内行動計画後期重点目標」決定（５月） ▪「岡山県婦人問題協議会」設置（４月）
▪県の婦人問題担当課が「県民生活課」に

移り、「婦人班」新設（４月）

1982年
（昭和57年）

▪婦人広報資料「おかやまの婦人」創刊
▪県政世論調査「家庭と婦人」実施
　（１～２月）

1984年
（昭和59年）

▪「国連婦人の十年ESCAP地域
政府間準備会議」開催

　（東京、３月）

▪「おかやま婦人のバス事業」開始

1985年
（昭和60年）

▪「国連婦人の十年ナイロビ世
界会議」（第３回世界女性会
議）を開催（７月）

▪（西暦2000年に向けての）「婦
人の地位向上のためのナイロ
ビ将来戦略」採択

▪国籍法の改正施行（父母両血統主義の採
用、配偶者の帰化条件の男女同一化）（１
月）

▪「男女雇用機会均等法」の公布（６月）
▪「女子差別撤廃条約」批准（６月）

▪岡山県婦人問題協議会が「女性の地位と
福祉の向上に関する提言」を答申

▪「岡山県婦人海外派遣事業」　開始
▪婦人問題調査「女性の地位向上に関する

生活と意識」実施

1986年
（昭和61年）

▪婦人問題企画推進本部拡充：構成を全省
庁に拡大、任務も拡充（１月）

▪婦人問題企画推進有識者会議開催（２月）
▪「男女雇用機会均等法」の施行（４月）

▪県民生活課婦人班を「婦人青少年対策室
婦人企画班」に改組（４月）

▪「地域婦人問題推進センター」設置
　（県内３か所）

1987年
（昭和62年）

▪「西暦2000年に向けての新国内行動計
画」策定（５月）

▪「岡山県婦人情報バンク」開設
▪「地域婦人問題推進センター」設置
　（県内３か所）

1988年
（昭和63年）

▪「地域婦人問題推進センター」設置
　（県内３か所）
▪「女性による地域福祉実践事業」開始

1989年
（平成元年）

▪新学習指導要領の告示（家庭科教育にお
ける男女同一の教育課程の実現等）（３月）

▪「働く女性相談コーナー」開設
▪「農山漁村婦人の日」設定

男女共同参画関係年表
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年 国 際 機 関 日 　 本 岡 山 県

1990年
（平成２年）

▪国連婦人の地位委員会拡大会
議（ウィーン、２～３月）

▪国連経済社会理事会「婦人の
地位向上のためのナイロビ将
来戦略に関する第1回見直し
と評価に伴う勧告及び結論」
採択（５月）

▪「21世紀に生きる岡山の女性」シンボル
マーク決定

▪県政世論調査「女性の地位向上に関する
生活と意識」実施（10月）

1991年
（平成３年）

▪「西暦2000年に向けての新国内行動計
画」改定（第１次改定）（５月）

▪「育児休業法」公布（５月）

▪「第4次岡山県総合福祉計画」策定（女性
の項目新設）

▪「男女共同参加型社会の実現をめざして」
策定

1992年
（平成４年）

▪「育児休業法」施行（４月）
▪初の婦人問題担当大臣を任命（12月）

▪「女性県政アドバイザー事業」開始
▪「女性農業士制度」発足

1993年
（平成５年）

▪「男女共同参画社会づくりに関する推進体
制の整備について」決定（７月）

▪「女性青少年対策室女性政策課」を
　新設（４月）

1994年
（平成６年）

▪「開発と女性」に関する第２回
アジア・太平洋大臣会議

　（ジャカルタ、６月）
▪「ジャカルタ宣言及び行動計

画」採択
▪国際人口・開発会議で「行動

計画」を採択（カイロ、９月）

▪男女共同参画室（総理府）設置（６月）
▪男女共同参画審議会設置（政令）（６月）
▪男女共同参画推進本部設置（７月）

▪所管部を地域振興部から企画部に移管
（４月）

▪岡山県婦人問題協議会に「女性の地位と
福祉の向上のための総合的方策」につい
て諮問

▪県政世論調査「女性の地位向上に関する
生活と意識」実施（７～８月）

1995年
（平成７年）

▪第４回世界女性会議－平等、
開発、平和のための行動－を
開催（北京）

▪「北京宣言及び行動綱領」
　採択（９月）

▪「育児休業法」の改正（介護休業制度の法
制化）（６月公布／10月施行）

▪岡山県婦人問題協議会が「女性の地位と
福祉の向上に関する提言」答申

▪岡山県婦人問題協議会を「岡山県男女共
同参画推進協議会」に改称

　（10月）

1996年
（平成８年）

▪男女共同参画審議会から「男女共同参画
ビジョン」答申（７月）

▪男女共同参画推進連携会議（えがりて
ネットワーク）発足（９月）

▪「男女共同参画2000年プラン」策定
　（12月）

▪「男女共同参画社会の実現をめざして」
策定

1997年
（平成９年）

▪男女共同参画審議会設置（法律）（４月）
▪「男女雇用機会均等法」の改正（女性に対

する差別の禁止等）
　（６月公布／1999年４月施行）
▪「介護保険法」成立
　（12月公布／2000年４月施行）

▪「岡山県男女共同参画推進本部」設置
　（４月）
▪「岡山県女性センター整備構想検討委員

会」設置（６月）
▪「男女共同参画アドバイザー養成事業」

開始

1998年
（平成10年）

▪男女共同参画審議会「男女共同参画社会
基本法－男女共同参画社会を形成するた
めの基礎的条件づくり－」答申（11月）

▪所管部を企画部から生活環境部に移管
（４月）

▪「ウィズウイーク（11/11～17）」決定
▪「中国・四国・九州地区男女共同参画推進

地域会議」開催（11月）

1999年
（平成11年）

▪ESCAPハイレベル政府間会
議開催

　（バンコク、10月）

▪「男女共同参画社会基本法」公布・施行
（６月）

▪「食料・農業・農村基本法」公布・施行
（女性の参画の促進を規定）（７月）

▪「岡山いきいき子どもプラン」策定（３月）
▪岡山県男女共同参画推進センター
　（愛称：ウィズセンター）開館（４月）

2000年
（平成12年）

▪国連特別総会「女性2000年
会議：21世紀に向けての男女
平等・開発・平和」

　（ニューヨーク、６月）

▪男女共同参画審議会「女性に対する暴力に
関する基本的方策について」答申（７月）

▪「国の審議会等における女性委員の登用
について」決定（８月）

▪「男女共同参画社会に関する県民意識調
査」実施（１～２月）

▪岡山県人権政策審議会答申（３月）
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年 国 際 機 関 日 　 本 岡 山 県

2000年
（平成12年）

▪男女共同参画審議会「男女共同参画基本
計画策定に当たっての基本的な考え方－
21世紀の最重要課題－」答申（９月）

▪「男女共同参画基本計画」閣議決定
　（12月）
▪「男女共同参画週間について」決定
　（12月）

2001年
（平成13年）

▪男女共同参画会議・男女共同参画局
　（内閣府）設置（１月）
▪「女性国家公務員の採用・登用等の促進に

ついて」、「女性に対する暴力をなくす運
動について」決定（６月）

▪「仕事と子育ての両立支援策の方針につ
いて」閣議決定（７月）

▪「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律」成立

　（４月公布／10月施行）
▪「育児休業法」改正（対象となる子の年齢

の引き上げ等）（11月）

▪「おかやまウィズプラン21」策定（３月）
▪「岡山県人権政策推進指針」策定（３月）
▪「女性青少年対策室女性政策課」を
　「男女共同参画課」に改組（４月）
▪「岡山県男女共同参画の促進に関する条

例」（６月公布／10月施行）
▪男女共同参画推進月間始まる（11月）

2002年
（平成14年）

▪「岡山県男女共同参画審議会」を設置
　（４月）

2003年
（平成15年）

▪男女共同参画推進本部「女性のチャレン
ジ支援策の推進について」決定（６月）

▪「男女共同参画フォーラムinおかやま」
　開催（２月）
▪「男女共同参画グローバル政策対話岡山

会議」開催（11月）

2004年
（平成16年）

▪男女共同参画推進本部決定「女性国家公
務員の採用、登用の拡大等について」決
定（４月）

▪男女共同参画社会の将来像検討会報告書
取りまとめ（６月）

▪「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律」の改正（暴力の定義
の拡大等）（６月公布／12月施行）及び
同法に基づく基本方針の策定（12月） 

▪「女性のチャレンジ支援策岡山アピール」
開催（８月）

▪「男女共同参画社会に関する県民意識調
査」実施（10～11月）

▪「新岡山いきいき子どもプラン」策定
　（12月）

2005年
（平成17年）

▪第49回国連婦人の地位委員
会／「北京＋10」閣僚級会合

（ニューヨーク、２～３月）

▪男女共同参画会議「男女共同参画社会の
形成の促進に関する施策の基本的な方向
について」答申（７月）

▪男女共同参画会議「男女共同参画基本計
画の変更について」答申（12月）

▪「男女共同参画基本計画（第２次）」
　閣議決定（12月）

▪岡山県配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する基本計画策定（３月）

▪「女性副知事フォーラム2005おかやま」
　開催（11月）

2006年
（平成18年）

▪第１回東アジア男女共同参画
担当大臣会合

　（東京、６～７月）

▪「男女雇用機会均等法」の改正（性差別禁
止の範囲の拡大等）

　（６月公布／2007年４月施行）

▪「改訂岡山県人権政策推進指針」策定
　（２月）
▪「新おかやまウィズプラン」策定（３月）

2007年
（平成19年）

▪第２回東アジア男女共同参画
担当大臣会合

　（ニューデリー、12月）

▪「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律」改正（保護命令制度
の拡充等）（７月公布／2008年１月施行）

▪「パートタイム労働法」改正（パートタイ
ム労働者の雇用環境の整備）

　（６月公布／2008年４月施行）
▪「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）憲章」及び「仕事と生活の調和
推進のための行動指針」策定（12月）
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2008年
（平成20年）

▪男女共同参画推進本部決定「女性の参画
加速プログラム」（４月）　

▪「次世代育成支援対策推進法」の改正（一
般事業主行動計画の公表の義務化等）

（12月公布／2009年４月施行）

▪岡山県配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する基本計画改定（７月）

▪岡山県男女共同参画推進センター（ウィズ
センター）岡山県総合福祉・ボランティア・
NPO会館（きらめきプラザ）へ移転（９月）

▪「全国シェルターシンポジウム2008in 
おかやま」開催（後援）（11月）

2009年
（平成21年）

▪「DV相談ナビ」開設（１月）
▪男女共同参画シンボルマーク決定（４月）
▪育児・介護休業法改正（短時間勤務制度

導入等）（６月公布／2010年６月施行）
▪男女共同参画会議「新たな経済社会の潮

流の中で生活困難を抱える男女につい
て」公表（11月）

▪「新おかやまウィズプラン」中間見直し
（３月）

▪「男女共同参画社会に関する県民意識調
査」実施（10～11月）

2010年
（平成22年）

▪第54回国連婦人の地位委員
会／「北京＋15」記念会合

（ニューヨーク、３月）

▪男女共同参画会議「第３次男女共同参画
基本計画策定に当たっての基本的な考え
方について」答申（７月）

▪男女共同参画会議「男女共同参画基本計
画の変更について」答申（12月）

▪「第３次男女共同参画基本計画」
　閣議決定（12月）

▪「岡山いきいき子どもプラン2010」
　策定（３月）
▪所管部を生活環境部から県民生活部に移

管（４月）
▪「男女共同参画課」を「男女共同参画青少

年課」に改組（４月）

2011年
（平成23年）

▪UN Women正式発足（１月）
▪第４回東アジア男女共同参画

担当大臣会合
　（シェムリアップ、11月）

▪「第３次おかやまウィズプラン」
　策定（３月）
▪「第3次岡山県人権政策推進指針」
　策定（３月）

2012年
（平成24年）

▪第56回国連婦人の地位委員会
「自然災害におけるジェンダー
平等と女性のエンパワーメン
ト」決議案採択

　（ニューヨーク、３月） 

▪「「女性の活躍促進による経済活性化」
　行動計画」策定（６月）

2013年
（平成25年）

▪若者・女性活躍推進フォーラムの提言
　（５月）
▪「配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律」の改正（７月公布）及び
同法に基づく基本方針の策定（12月公布）

2014年
（平成26年）

▪「岡山県男女共同参画の促進に関する条
例」の一部改正について（１月）

▪「岡山県配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する基本計画」改定（９月）

▪「男女共同参画社会に関する県民意識調
査」実施（10～11月）

2015年
（平成27年）

▪「女性の職業生活における活躍の推進に
関する法律」の成立（９月公布・施行／
一般・特定事業主行動計画の策定及び公
表等2016年４月施行）

▪男女共同参画会議「第４次男女共同参画
基本計画策定に当たっての基本的な考え
方について」答申（12月）

▪男女共同参画会議「男女共同参画基本計
画の変更について」答申（12月）

▪「第４次男女共同参画基本計画」
　閣議決定（12月）

▪「岡山いきいき子どもプラン2015」
　策定（３月）

2016年
（平成28年）

▪「第４次おかやまウィズプラン」及び「岡
山県女性活躍推進計画」策定（３月）

▪「第４次岡山県人権政策推進指針」
　策定（３月）
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晴れの国おかやま生き活きプラン
（平成26～28年度）

　県政において最上位に位置付けられる総合的な計画で
あり、県政推進の羅針盤として、将来目指すべき岡山の姿
を描く長期構想と、その実現に向けて、平成28年度までに
重点的に取り組む行動計画という二つの性格を併せ持つ
もの。

政策推進課

おかやま創生総合戦略
（平成27～31年度）

　人口ビジョンに掲げた将来展望や生き活きプランの基
本的方向性を踏まえ、人口問題を克服し、本県が持続的に
発展するための道筋を示し、多様な主体と連携し、本県の
強みを生かしながらおかやま創生の実現に向けて、より実
効性のある対策を推進するもの。

政策推進課

岡山県地域防災計画
（昭和32年～）

　岡山県における防災に関する事務又は業務に係る総合
的な運営計画で、風水害等対策編、地震・津波災害対策編、
原子力災害等対策編により構成される。関係機関の防災業
務の実施責任を明確にし、かつ、相互間の緊密な連絡調整
を図る上での基本的な大綱。

危機管理課

岡山県女性職員活躍推進計画
（平成28～32年度）

　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基
づく特定事業主行動計画で、一人一人の女性が希望に応じ
て個性と能力を十分に発揮できる職場環境を整備するた
め、女性職員の活躍を支援する取組を計画的に実施するた
めのもの。

人事課、警察本部警務課、教育庁教育政策課

第３次岡山県消費生活基本計画
（平成28～32年度）

　消費者の権利尊重と自立支援を基本理念とする「岡山県
消費生活基本条例」に基づき、ライフステージに応じた体
系的な消費者教育の推進、市町村の相談体制充実への支
援、悪質な事業者の取締等の強化を目標として、県行政の
各部門における消費者施策を総合的かつ計画的に推進す
るもの。

くらし安全安心課

第３次岡山県犯罪被害者等の
支援に関する取組指針

（平成28～32年度）

　犯罪被害者等基本法第５条及び岡山県犯罪被害者等支
援条例第８条第１項の規定により策定した指針で、犯罪被
害者等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、
基本方針や具体的施策を定めたもの。

くらし安全安心課

岡山県配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等に関する基本計画

（平成26年９月～）

　DVの防止とともに、被害者の適切な保護や自立支援の
ための施策に関する基本的な計画で、DVのない社会づく
りを目指し、DV対策を総合的かつ効果的に推進するため
の基本方針や具体的な施策を示すもの。

男女共同参画青少年課

岡山県子ども・若者育成支援計画
（平成24～28年度）

　子ども・若者育成支援を総合的に推進するための基本的
な計画で、子ども・若者の健やかな成長と自立に向けた支
援の推進に関する基本方針や施策の方向等を示すもの。

男女共同参画青少年課

県の総合計画

第４次おかやまウィズプランに関連する県の主な個別計画
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第４次岡山県人権政策推進指針
（平成28～32年度）

　県が進める人権施策の基本的な考え方を示すとともに、
女性、子ども、高齢者、障害のある人、同和問題、外国人、
ハンセン病問題など様々な人権課題への基本方針と施策
の方向などを示し、総合的な人権施策を推進するもの。

人権施策推進課

おかやまユニバーサルデザイン
推進指針

（平成16年度～）

　県がユニバーサルデザインに取り組むべき基本的な方
向を示し、ユニバーサルデザインを推進していくためのガ
イドラインとなるもの。

人権施策推進課

第２次岡山県がん対策推進計画
（平成25～29年度）

　がん対策基本法に基づく計画で、がんによる死亡の減
少、全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減並びに療養生
活の質の維持向上、がんになっても安心して暮らせる社会
の構築を全体目標として、県民や関係団体等が一体となっ
て、がんの教育や就労問題等に取り組むことを定めたもの。

医療推進課

第２次岡山県自殺対策基本計画
（平成28～32年度）

　自殺対策基本法に基づき、全ての県民が生きる喜びを感
じられる社会の実現に向けて、自治体はもとより、全ての
県民が共有すべき基本理念を示し、併せて自殺対策として
の施策の方向性を示したもの。

健康推進課

岡山いきいき子どもプラン2015
（平成27～31年度）

　家庭、地域、学校、企業、関係団体など全ての県民が協
働し、子どもの幸せの視点に立って、総合的・計画的な子
育て支援施策を強力に推進するための指針。

子ども未来課

第３期岡山県障害者計画
（平成28～32年度）

　障害者基本法に基づき、障害のある人のための施策全般
に関する基本理念を定め、障害のある人を取り巻く環境や
課題等への基本的施策を定めたもの。

障害福祉課

第２次岡山県教育振興基本計画
（平成28～32年度）

　教育基本法第17条第2項の規定により策定した教育行
政における総合計画で、本県が目指す教育や計画期間内に
取り組む施策の基本的方向等を示したもの。

教育庁教育政策課

第２次岡山県人権教育推進プラン
（平成24～28年度）

　全ての人々の人権が尊重される共生社会の実現のため、
本県における人権教育の基本的な考え方や各人権課題に
対する取組等をまとめ、岡山県教育委員会が進める総合的
な人権教育行政の基本方針を示したもの。

教育庁人権教育課
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女子に対するあらゆる形態の
差別の撤廃に関する条約（抄）

採　　択：昭和54（1979）年12月18日（国連第34回総会）
効力発生：昭和56（1981）年９月３日
日 本 国：昭和60（1985）年６月25日批准
　　　　　昭和60（1985）年７月25日効力発生

　この条約の締約国は、
　国際連合憲章が基本的人権、人間の尊厳及び価値並びに男女
の権利の平等に関する信念を改めて確認していることに留意し、
　世界人権宣言が、差別は容認することができないものである
との原則を確認していること、並びにすべての人間は生まれな
がらにして自由であり、かつ、尊厳及び権利について平等であ
ること並びにすべての人は性による差別その他のいかなる差
別もなしに同宣言に掲げるすべての権利及び自由を享有するこ
とができることを宣明していることに留意し、
　人権に関する国際規約の締約国がすべての経済的、社会
的、文化的、市民的及び政治的権利の享有について男女に平
等の権利を確保する義務を負っていることに留意し、
　国際連合及び専門機関の主催の下に各国が締結した男女の
権利の平等を促進するための国際条約を考慮し、
　更に、国際連合及び専門機関が採択した男女の権利の平等
を促進するための決議、宣言及び勧告に留意し、
　しかしながら、これらの種々の文書にもかかわらず女子に対
する差別が依然として広範に存在していることを憂慮し、
　女子に対する差別は、権利の平等の原則及び人間の尊厳の
尊重の原則に反するものであり、女子が男子と平等の条件で自
国の政治的、社会的、経済的及び文化的活動に参加する上で
障害となるものであり、社会及び家族の繁栄の増進を阻害する
ものであり、また、女子の潜在能力を自国及び人類に役立てる
ために完全に開発することを一層困難にするものであることを
想起し、
　窮乏の状況においては、女子が食糧、健康、教育、雇用の
ための訓練及び機会並びに他の必要とするものを享受する機
会が最も少ないことを憂慮し、
　衡平及び正義に基づく新たな国際経済秩序の確立が男女
の平等の促進に大きく貢献することを確信し、
　アパルトヘイト、あらゆる形態の人種主義、人種差別、植民
地主義、新植民地主義、侵略、外国による占領及び支配並び
に内政干渉の根絶が男女の権利の完全な享有に不可欠である
ことを強調し、
　国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を緩和し、すべて
の国（社会体制及び経済体制のいかんを問わない。）の間で相
互に協力し、全面的かつ完全な軍備縮小を達成し、特に厳重
かつ効果的な国際管理の下での核軍備の縮小を達成し、諸国
間の関係における正義、平等及び互恵の原則を確認し、外国の
支配の下、植民地支配の下又は外国の占領の下にある人民の自
決の権利及び人民の独立の権利を実現し並びに国の主権及び
領土保全を尊重することが、社会の進歩及び発展を促進し、ひ
いては、男女の完全な平等の達成に貢献することを確認し、
　国の完全な発展、世界の福祉及び理想とする平和は、あら
ゆる分野において女子が男子と平等の条件で最大限に参加す
ることを必要としていることを確信し、
　家族の福祉及び社会の発展に対する従来完全には認めら
れていなかった女子の大きな貢献、母性の社会的重要性並び
に家庭及び子の養育における両親の役割に留意し、また、出
産における女子の役割が差別の根拠となるべきではなく、子の
養育には男女及び社会全体が共に責任を負うことが必要であ
ることを認識し、

　社会及び家庭における男子の伝統的役割を女子の役割とと
もに変更することが男女の完全な平等の達成に必要であるこ
とを認識し、
　女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲げられている諸
原則を実施すること及びこのために女子に対するあらゆる形態
の差別を撤廃するための必要な措置をとることを決意して、
　次のとおり協定した。

第１部
第１条
　この条約の適用上、「女子に対する差別」とは、性に基づく
区別、排除又は制限であつて、政治的、経済的、社会的、文
化的、市民的その他のいかなる分野においても、女子（婚姻を
しているかいないかを問わない。）が男女の平等を基礎として
人権及び基本的自由を認識し、享有し又は行使することを害し
又は無効にする効果又は目的を有するものをいう。

第２条
　締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別を非難し、女
子に対する差別を撤廃する政策をすべての適当な手段により、
かつ、遅滞なく追求することに合意し、及びこのため次のこと
を約束する。
　⒜�　男女の平等の原則が自国の憲法その他の適当な法令に
組み入れられていない場合にはこれを定め、かつ、男女
の平等の原則の実際的な実現を法律その他の適当な手段
により確保すること。

　⒝�　女子に対するすべての差別を禁止する適当な立法その
他の措置（適当な場合には制裁を含む。）をとること。

　⒞�　女子の権利の法的な保護を男子との平等を基礎として
確立し、かつ、権限のある自国の裁判所その他の公の機
関を通じて差別となるいかなる行為からも女子を効果的
に保護することを確保すること。

　⒟�　女子に対する差別となるいかなる行為又は慣行も差し
控え、かつ、公の当局及び機関がこの義務に従って行動
することを確保すること。

　⒠�　個人、団体又は企業による女子に対する差別を撤廃す
るためのすべての適当な措置をとること。

　⒡�　女子に対する差別となる既存の法律、規則、慣習及び
慣行を修正し又は廃止するためのすべての適当な措置
（立法を含む。）をとること。

　⒢�　女子に対する差別となる自国のすべての刑罰規定を廃
止すること。

第３条
　締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社会的、経済的
及び文化的分野において、女子に対して男子との平等を基礎と
して人権及び基本的自由を行使し及び享有することを保障す
ることを目的として、女子の完全な能力開発及び向上を確保す
るためのすべての適当な措置（立法を含む。）をとる。
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第４条
　１�　締約国が男女の事実上の平等を促進することを目的とす

る暫定的な特別措置をとることは、この条約に定義する差
別と解してはならない。ただし、その結果としていかなる意
味においても不平等な又は別個の基準を維持し続けること
となってはならず、これらの措置は、機会及び待遇の平等
の目的が達成された時に廃止されなければならない。

　２�　締約国が母性を保護することを目的とする特別措置（こ
の条約に規定する措置を含む。）をとることは、差別と解
してはならない。

第５条
　締約国は、次の目的のためのすべての適当な措置をとる。
　⒜�　両性いずれかの劣等性若しくは優越性の観念又は男女
の定型化された役割に基づく偏見及び慣習その他あらゆ
る慣行の撤廃を実現するため、男女の社会的及び文化的
な行動様式を修正すること。

　⒝�　家庭についての教育に、社会的機能としての母性につい
ての適正な理解並びに子の養育及び発育における男女の
共同責任についての認識を含めることを確保すること。あら
ゆる場合において、子の利益は最初に考慮するものとする。

第６条
　締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女子の売春から
の搾取を禁止するためのすべての適当な措置（立法を含む。）
をとる。

第２部
第７条
　締約国は、自国の政治的及び公的活動における女子に対す
る差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとるものとし、
特に、女子に対して男子と平等の条件で次の権利を確保する。
　⒜�　あらゆる選挙及び国民投票において投票する権利並びに
すべての公選による機関に選挙される資格を有する権利

　⒝�　政府の政策の策定及び実施に参加する権利並びに政
府のすべての段階において公職に就き及びすべての公務
を遂行する権利

　⒞�　自国の公的又は政治的活動に関係のある非政府機関
及び非政府団体に参加する権利

第８条
　締約国は、国際的に自国政府を代表し及び国際機関の活動
に参加する機会を、女子に対して男子と平等の条件でかついか
なる差別もなく確保するためのすべての適当な措置をとる。

第９条
　１�　締約国は、国籍の取得、変更及び保持に関し、女子に

対して男子と平等の権利を与える。締約国は、特に、外国
人との婚姻又は婚姻中の夫の国籍の変更が、自動的に妻
の国籍を変更し、妻を無国籍にし又は夫の国籍を妻に強
制することとならないことを確保する。

　２�　締約国は、子の国籍に関し、女子に対して男子と平等
の権利を与える。

第３部
第10条
　締約国は、教育の分野において、女子に対して男子と平等の
権利を確保することを目的として、特に、男女の平等を基礎と
して次のことを確保することを目的として、女子に対する差別を
撤廃するためのすべての適当な措置をとる。
　⒜�　農村及び都市のあらゆる種類の教育施設における職業
指導、修学の機会及び資格証書の取得のための同一の条
件。このような平等は、就学前教育、普通教育、技術教
育、専門教育及び高等技術教育並びにあらゆる種類の職
業訓練において確保されなければならない。

　⒝�　同一の教育課程、同一の試験、同一の水準の資格を有
する教育職員並びに同一の質の学校施設及び設備を享受
する機会

　⒞�　すべての段階及びあらゆる形態の教育における男女の
役割についての定型化された概念の撤廃を、この目的の
達成を助長する男女共学その他の種類の教育を奨励する
ことにより、また、特に、教材用図書及び指導計画を改訂
すること並びに指導方法を調整することにより行うこと。

　⒟�　奨学金その他の修学援助を享受する同一の機会
　⒠�　継続教育計画（成人向けの及び実用的な識字計画を含
む。）特に、男女間に存在する教育上の格差をできる限り
早期に減少させることを目的とした継続教育計画を利用
する同一の機会

　⒡�　女子の中途退学率を減少させること及び早期に退学し
た女子のための計画を策定すること。

　⒢�　スポーツ及び体育に積極的に参加する同一の機会
　⒣�　家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定の教育的情報
（家族計画に関する情報及び助言を含む。）を享受する機会

第11条
　１�　締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、特に

次の権利を確保することを目的として、雇用の分野におけ
る女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措
置をとる。

　　⒜�　すべての人間の奪い得ない権利としての労働の権利
　　⒝�　同一の雇用機会（雇用に関する同一の選考基準の適

用を含む。）についての権利
　　⒞�　職業を自由に選択する権利、昇進、雇用の保障並び

に労働に係るすべての給付及び条件についての権利並
びに職業訓練及び再訓練（見習、上級職業訓練及び継
続的訓練を含む。）を受ける権利

　　⒟�　同一価値の労働についての同一報酬（手当を含む。）
及び同一待遇についての権利並びに労働の質の評価に
関する取扱いの平等についての権利

　　⒠�　社会保障（特に、退職、失業、傷病、障害、老齢そ
の他の労働不能の場合における社会保障）についての
権利及び有給休暇についての権利

　　⒡�　作業条件に係る健康の保護及び安全（生殖機能の保
護を含む。）についての権利

　２�　締約国は、婚姻又は母性を理由とする女子に対する差
別を防止し、かつ、女子に対して実効的な労働の権利を
確保するため、次のことを目的とする適当な措置をとる。

　　⒜�　妊娠又は母性休暇を理由とする解雇及び婚姻をして
いるかいないかに基づく差別的解雇を制裁を課して禁
止すること。
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　　⒝�　給料又はこれに準ずる社会的給付を伴い、かつ、従
前の雇用関係、先任及び社会保障上の利益の喪失を伴
わない母性休暇を導入すること。

　　⒞�　親が家庭責任と職業上の責務及び社会的活動への
参加とを両立させることを可能とするために必要な補助
的な社会的サービスの提供を、特に保育施設網の設置
及び充実を促進することにより奨励すること。

　　⒟�　妊娠中の女子に有害であることが証明されている種
類の作業においては、当該女子に対して特別の保護を
与えること。

　３�　この条に規定する事項に関する保護法令は、科学上及
び技術上の知識に基づき定期的に検討するものとし、必
要に応じて、修正し、廃止し、又はその適用を拡大する。

第12条
　１�　締約国は、男女の平等を基礎として保健サービス（家族

計画に関連するものを含む。）を享受する機会を確保する
ことを目的として、保健の分野における女子に対する差別
を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。

　２�　１の規定にかかわらず、締約国は、女子に対し、妊娠、
分べん及び産後の期間中の適当なサービス（必要な場合
には無料にする。）並びに妊娠及び授乳の期間中の適当な
栄養を確保する。

第13条
　締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、特に次の
権利を確保することを目的として、他の経済的及び社会的活動
の分野における女子に対する差別を撤廃するためのすべての
適当な措置をとる。
　⒜　家族給付についての権利
　⒝�　銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上の信用につい

ての権利
　⒞�　レクリエーション、スポーツ及びあらゆる側面における文

化的活動に参加する権利

第14条
　１�　締約国は、農村の女子が直面する特別の問題及び家族

の経済的生存のために果たしている重要な役割（貨幣化
されていない経済の部門における労働を含む。）を考慮に
入れるものとし、農村の女子に対するこの条約の適用を確
保するためのすべての適当な措置をとる。

　２�　締約国は、男女の平等を基礎として農村の女子が農村
の開発に参加すること及びその開発から生ずる利益を受
けることを確保することを目的として、農村の女子に対する
差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとるものとし、
特に、これらの女子に対して次の権利を確保する。

　　⒜�　すべての段階における開発計画の作成及び実施に参
加する権利

　　⒝�　適当な保健サービス（家族計画に関する情報、カウン
セリング及びサービスを含む。）を享受する権利

　　⒞�　社会保障制度から直接に利益を享受する権利
　　⒟�　技術的な能力を高めるために、あらゆる種類（正規で

あるかないかを問わない。）の訓練及び教育（実用的な識
字に関するものを含む。）並びに、特に、すべての地域
サービス及び普及サービスからの利益を享受する権利

　　⒠�　経済分野における平等な機会を雇用又は自営を通じ
て得るために、自助的集団及び協同組合を組織する権利

　　⒡�　あらゆる地域活動に参加する権利
　　⒢�　農業信用及び貸付け、流通機構並びに適当な技術を

利用する権利並びに土地及び農地の改革並びに入植計
画において平等な待遇を享受する権利

　　⒣�　適当な生活条件（特に、住居、衛生、電力及び水の
供給、運輸並びに通信に関する条件）を享受する権利

第４部
第15条
　１�　締約国は、女子に対し、法律の前の男子との平等を認

める。
　２�　締約国は、女子に対し、民事に関して男子と同一の法

的能力を与えるものとし、また、この能力を行使する同一
の機会を与える。特に、締約国は、契約を締結し及び財
産を管理することにつき女子に対して男子と平等の権利を
与えるものとし、裁判所における手続のすべての段階にお
いて女子を男子と平等に取り扱う。

　３�　締約国は、女子の法的能力を制限するような法的効果
を有するすべての契約及び他のすべての私的文書（種類
のいかんを問わない。）を無効とすることに同意する。

　４�　締約国は、個人の移動並びに居所及び住所の選択の自
由に関する法律において男女に同一の権利を与える。

第16条
　１�　締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべての事項につ

いて女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な
措置をとるものとし、特に、男女の平等を基礎として次の
ことを確保する。

　　⒜　婚姻をする同一の権利
　　⒝�　自由に配偶者を選択し及び自由かつ完全な合意のみ

により婚姻をする同一の権利
　　⒞�　婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の権利及び責任
　　⒟�　子に関する事項についての親（婚姻をしているかいな

いかを問わない。）としての同一の権利及び責任。あら
ゆる場合において、子の利益は至上である。

　　⒠�　子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任をもって決
定する同一の権利並びにこれらの権利の行使を可能に
する情報、教育及び手段を享受する同一の権利

　　⒡�　子の後見及び養子縁組又は国内法令にこれらに類す
る制度が存在する場合にはその制度に係る同一の権利及
び責任。あらゆる場合において、子の利益は至上である。

　　⒢�　夫及び妻の同一の個人的権利（姓及び職業を選択す
る権利を含む。）

　　⒣�　無償であるか有償であるかを問わず、財産を所有し、
取得し、運用し、管理し、利用し及び処分することに関
する配偶者双方の同一の権利

　２�　児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有しないものとし、
また、婚姻最低年齢を定め及び公の登録所への婚姻の登
録を義務付けるためのすべての必要な措置（立法を含
む。）がとられなければならない。

第５部　（略）
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日本国憲法（抄） 昭和21年11月３日公布
昭和22年５月３日施行

　日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じ
て行動し、われらとわれらの子孫のために、諸国民との協和に
よる成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を確保
し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないや
うにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言
し、この憲法を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信
託によるものであつて、その権威は国民に由来し、その権力は
国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受
する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理
に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令
及び詔勅を排除する。
　日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配
する崇高な理想を深く自覚するのであつて、平和を愛する諸国
民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しよう
と決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と
偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会にお
いて、名誉ある地位を占めたいと思ふ。われらは、全世界の国
民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する
権利を有することを確認する。
　われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国
を無視してはならないのであつて、政治道徳の法則は、普遍的
なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を維持し、
他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。
　日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な
理想と目的を達成することを誓ふ。

　第一章　天　　　皇（第一条～第八条）（略）
　第二章　戦争の放棄（第九条）　　　　（略）

第三章　国民の権利及び義務
（第十条～第四十条）（一部抜粋）

第十条　日本国民たる要件は、法律でこれを定める。

第十一条　国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられな
い。この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵すことので
きない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。

第十二条　この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民
の不断の努力によつて、これを保持しなければならない。又、
国民は、これを濫用してはならないのであつて、常に公共の
福祉のためにこれを利用する責任を負ふ。

第十三条　すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由
及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉
に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必
要とする。

第十四条　すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信
条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又
は社会的関係において、差別されない。

２　華族その他の貴族の制度は、これを認めない。
３　栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴は
ない。栄典の授与は、現にこれを有し、又は将来これを受け
る者の一代に限り、その効力を有する。

第十五条　公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民
固有の権利である。

２　すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者
ではない。

３　公務員の選挙については、成年者による普通選挙を保障
する。

４　すべて選挙における投票の秘密は、これを侵してはならな
い。選挙人は、その選択に関し公的にも私的にも責任を問
はれない。

第十六条　何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令
又は規則の制定、廃止又は改正その他の事項に関し、平穏
に請願する権利を有し、何人も、かかる請願をしたためにい
かなる差別待遇も受けない。

第十七条　何人も、公務員の不法行為により、損害を受けたと
きは、法律の定めるところにより、国又は公共団体に、その
賠償を求めることができる。

第十八条　何人も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、犯
罪に因る処罰の場合を除いては、その意に反する苦役に服さ
せられない。

第十九条　思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。

第二十条　信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。い
かなる宗教団体も、国から特権を受け、又は政治上の権力
を行使してはならない。

２　何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加する
ことを強制されない。

３　国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動
もしてはならない。

第二十一条　集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の
自由は、これを保障する。

２　検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵
してはならない。

第二十二条　何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移
転及び職業選択の自由を有する。

２　何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵され
ない。

第二十三条　学問の自由は、これを保障する。
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第二十四条　婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦
が同等の権利を有することを基本として、相互の協力により、
維持されなければならない。

２　配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに
婚姻及び家族に関するその他の事項に関しては、法律は、個
人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければ
ならない。

第二十五条　すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活
を営む権利を有する。

２　国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障
及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。

第二十六条　すべて国民は、法律の定めるところにより、その
能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。

２　すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する
子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教育は、こ
れを無償とする。

雇用の分野における男女の均等な機会及び
待遇の確保等に関する法律（抄） 　　　　　昭和47年７月１日法律第113号

最終改正：平成20年５月２日法律第26号

第一章　総則

（目的）
第一条　この法律は、法の下の平等を保障する日本国憲法 の
理念にのつとり雇用の分野における男女の均等な機会及び
待遇の確保を図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠
中及び出産後の健康の確保を図る等の措置を推進すること
を目的とする。

（基本的理念）
第二条　この法律においては、労働者が性別により差別され
ることなく、また、女性労働者にあつては母性を尊重されつ
つ、充実した職業生活を営むことができるようにすることを
その基本的理念とする。

２　事業主並びに国及び地方公共団体は、前項に規定する基
本的理念に従つて、労働者の職業生活の充実が図られるよ
うに努めなければならない。

（啓発活動）
第三条　国及び地方公共団体は、雇用の分野における男女の
均等な機会及び待遇の確保等について国民の関心と理解を
深めるとともに、特に、雇用の分野における男女の均等な機
会及び待遇の確保を妨げている諸要因の解消を図るため、
必要な啓発活動を行うものとする。

（男女雇用機会均等対策基本方針）
第四条　厚生労働大臣は、雇用の分野における男女の均等な
機会及び待遇の確保等に関する施策の基本となるべき方針
（以下「男女雇用機会均等対策基本方針」という。）を定め
るものとする。

２　男女雇用機会均等対策基本方針に定める事項は、次のと
おりとする。

　一�　男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職業生活の
動向に関する事項

　二�　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確
保等について講じようとする施策の基本となるべき事項

３　男女雇用機会均等対策基本方針は、男性労働者及び女性
労働者のそれぞれの労働条件、意識及び就業の実態等を考
慮して定められなければならない。

４　厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定め
るに当たつては、あらかじめ、労働政策審議会の意見を聴く
ほか、都道府県知事の意見を求めるものとする。

５　厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定め
たときは、遅滞なく、その概要を公表するものとする。

６　前二項の規定は、男女雇用機会均等対策基本方針の変更
について準用する。

第二十七条～第四十条　（略）

　第四章　国　　会（第四十一条～第六十四条）　（略）
　第五章　内　　閣（第六十五条～第七十五条）　（略）
　第六章　司　　法（第七十六条～第八十二条）　（略）
　第七章　財　　政（第八十三条～第九十一条）　（略）
　第八章　地方自治（第九十二条～第九十五条）　（略）
　第九章　改　　正（第九十六条）　　　　　　　（略）
　第十章　最高法規（第九十七条～第九十九条）　（略）
　第十一章　補　則（第百条～第百三条）　　　　（略）
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第二章　雇用の分野における男女の均等な機会及び
　　　　待遇の確保等

　第一節　性別を理由とする差別の禁止等
（性別を理由とする差別の禁止）
第五条　事業主は、労働者の募集及び採用について、その性
別にかかわりなく均等な機会を与えなければならない。

第六条　事業主は、次に掲げる事項について、労働者の性別
を理由として、差別的取扱いをしてはならない。

　一�　労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）、
昇進、降格及び教育訓練

　二�　住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生の措
置であつて厚生労働省令で定めるもの

　三�　労働者の職種及び雇用形態の変更
　四�　退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の更新

（性別以外の事由を要件とする措置）
第七条　事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事
項に関する措置であつて労働者の性別以外の事由を要件と
するもののうち、措置の要件を満たす男性及び女性の比率そ
の他の事情を勘案して実質的に性別を理由とする差別とな
るおそれがある措置として厚生労働省令で定めるものにつ
いては、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当該措
置の実施が当該業務の遂行上特に必要である場合、事業の
運営の状況に照らして当該措置の実施が雇用管理上特に必
要である場合その他の合理的な理由がある場合でなければ、
これを講じてはならない。

（女性労働者に係る措置に関する特例）
第八条　前三条の規定は、事業主が、雇用の分野における男
女の均等な機会及び待遇の確保の支障となつている事情を
改善することを目的として女性労働者に関して行う措置を講
ずることを妨げるものではない。

（婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等）
第九条　事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、又は出産
したことを退職理由として予定する定めをしてはならない。

２　事業主は、女性労働者が婚姻したことを理由として、解雇
してはならない。

３　事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出
産したこと、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第
六十五条第一項の規定による休業を請求し、又は同項若し
くは同条第二項の規定による休業をしたことその他の妊娠
又は出産に関する事由であつて厚生労働省令で定めるもの
を理由として、当該女性労働者に対して解雇その他不利益
な取扱いをしてはならない。

４　妊娠中の女性労働者及び出産後一年を経過しない女性
労働者に対してなされた解雇は、無効とする。ただし、事業
主が当該解雇が前項に規定する事由を理由とする解雇でな
いことを証明したときは、この限りでない。

（指針）
第十条　厚生労働大臣は、第五条から第七条まで及び前条第
一項から第三項までの規定に定める事項に関し、事業主が
適切に対処するために必要な指針（次項において「指針」と
いう。）を定めるものとする。

２　第四条第四項及び第五項の規定は指針の策定及び変更
について準用する。この場合において、同条第四項中「聴く
ほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」
と読み替えるものとする。

　第二節　事業主の講ずべき措置
（職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理
上の措置）
第十一条　事業主は、職場において行われる性的な言動に対
するその雇用する労働者の対応により当該労働者がその労
働条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により当該
労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者か
らの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備そ
の他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。

２　厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき
措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な
指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。

３　第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定及び変更
について準用する。この場合において、同条第四項中「聴く
ほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」
と読み替えるものとする。

（妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置）
第十二条　事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、そ
の雇用する女性労働者が母子保健法（昭和四十年法律第
百四十一号）の規定による保健指導又は健康診査を受ける
ために必要な時間を確保することができるようにしなければ
ならない。

第十三条　事業主は、その雇用する女性労働者が前条の保健
指導又は健康診査に基づく指導事項を守ることができるよ
うにするため、勤務時間の変更、勤務の軽減等必要な措置
を講じなければならない。

２　厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき
措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な
指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。

３　第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定及び変更
について準用する。この場合において、同条第四項中「聴く
ほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」
と読み替えるものとする。

　第三節　事業主に対する国の援助
第十四条　国は、雇用の分野における男女の均等な機会及び
待遇が確保されることを促進するため、事業主が雇用の分
野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となつ
ている事情を改善することを目的とする次に掲げる措置を講
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じ、又は講じようとする場合には、当該事業主に対し、相談
その他の援助を行うことができる。

　一�　その雇用する労働者の配置その他雇用に関する状況の
分析

　二�　前号の分析に基づき雇用の分野における男女の均等な
機会及び待遇の確保の支障となつている事情を改善する
に当たつて必要となる措置に関する計画の作成

　三�　前号の計画で定める措置の実施
　四�　前三号の措置を実施するために必要な体制の整備
　五�　前各号の措置の実施状況の開示

第三章　紛争の解決

　第一節　紛争の解決の援助
（苦情の自主的解決）
第十五条　事業主は、第六条、第七条、第九条、第十二条及
び第十三条第一項に定める事項（労働者の募集及び採用に
係るものを除く。）に関し、労働者から苦情の申出を受けた
ときは、苦情処理機関（事業主を代表する者及び当該事業
場の労働者を代表する者を構成員とする当該事業場の労働
者の苦情を処理するための機関をいう。）に対し当該苦情の
処理をゆだねる等その自主的な解決を図るように努めなけ
ればならない。

（紛争の解決の促進に関する特例）
第十六条　第五条から第七条まで、第九条、第十一条第一項、
第十二条及び第十三条第一項に定める事項についての労働
者と事業主との間の紛争については、個別労働関係紛争の
解決の促進に関する法律（平成十三年法律第百十二号）第
四条 、第五条及び第十二条から第十九条までの規定は適用
せず、次条から第二十七条までに定めるところによる。

（紛争の解決の援助）
第十七条　都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関
し、当該紛争の当事者の双方又は一方からその解決につき
援助を求められた場合には、当該紛争の当事者に対し、必
要な助言、指導又は勧告をすることができる。

２　事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを理由とし
て、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしては
ならない。

　第二節　調停　（略）

第四章　雑則

（調査等）
第二十八条　厚生労働大臣は、男性労働者及び女性労働者の
それぞれの職業生活に関し必要な調査研究を実施するもの
とする。

２　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、関係行政機関
の長に対し、資料の提供その他必要な協力を求めることが
できる。

３　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、都道府県知事
から必要な調査報告を求めることができる。

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）
第二十九条　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要が
あると認めるときは、事業主に対して、報告を求め、又は助
言、指導若しくは勧告をすることができる。

２　前項に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定
めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任する
ことができる。

（公表）
第三十条　厚生労働大臣は、第五条から第七条まで、第九条
第一項から第三項まで、第十一条第一項、第十二条及び第
十三条第一項の規定に違反している事業主に対し、前条第
一項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け
た者がこれに従わなかつたときは、その旨を公表することが
できる。

（船員に関する特例）
第三十一条　（略）

（適用除外）　　
第三十二条　第二章第一節及び第三節、前章、第二十九条並
びに第三十条の規定は、国家公務員及び地方公務員に、第
二章第二節の規定は、一般職の国家公務員（特定独立行政
法人等の労働関係に関する法律（昭和二十三年法律第
二百五十七号）第二条第四号の職員を除く。）、裁判所職員
臨時措置法（昭和二十六年法律第二百九十九号）の適用を
受ける裁判所職員、国会職員法（昭和二十二年法律第八十五
号）の適用を受ける国会職員及び自衛隊法（昭和二十九年
法律第百六十五号）第二条第五項 に規定する隊員に関して
は適用しない。

第五章　罰則

第三十三条　第二十九条第一項の規定による報告をせず、又
は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に処する。

附　則　（略）
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男女共同参画社会基本法（抄） 　　　　　平成11年６月23日法律第78号
最終改正：平成11年12月22日法律第160号

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平
等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際
社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、
なお一層の努力が必要とされている。
　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国
の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、互
いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわり
なく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同
参画社会の実現は、緊要な課題となっている。
　このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を
二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、
社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促
進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。
　ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明
らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公共団体
及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的か
つ計画的に推進するため、この法律を制定する。

第一章　総則

（目的）
第一条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経
済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現する
ことの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、
基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務
を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に
関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同
参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的
とする。

（定義）
第二条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、
当該各号に定めるところによる。

　一　男女共同参画社会の形成　男女が、社会の対等な構成
員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における
活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治
的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、
かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。

　二　積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間
の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいず
れか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重）
第三条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊
厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを
受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保
されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、
行われなければならない。

（社会における制度又は慣行についての配慮）
第四条　男女共同参画社会の形成に当たっては、社会におけ
る制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映
して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影

響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する
要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度
又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす
影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければ
ならない。

（政策等の立案及び決定への共同参画）
第五条　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な
構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は民
間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する
機会が確保されることを旨として、行われなければならない。

（家庭生活における活動と他の活動の両立）
第六条　男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女
が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介
護その他の家庭生活における活動について家族の一員とし
ての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行
うことができるようにすることを旨として、行われなければな
らない。

（国際的協調）
第七条　男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における
取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同参
画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。

（国の責務）
第八条　国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社
会の形成についての基本理念（以下「基本理念」という。）
にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策
（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及
び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）
第九条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参
画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びそ
の他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定
し、及び実施する責務を有する。

（国民の責務）
第十条　国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあ
らゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画社
会の形成に寄与するように努めなければならない。

（法制上の措置等）
第十一条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他
の措置を講じなければならない。

（年次報告等）
第十二条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成
の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進
に関する施策についての報告を提出しなければならない。

２　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形



72

関
係
資
料

成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形
成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを
国会に提出しなければならない。

第二章　男女共同参画社会の形成の促進に関する
　　　　基本的施策

（男女共同参画基本計画）
第十三条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画
社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同
参画基本計画」という。）を定めなければならない。

２　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定め
るものとする。

　一�　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形
成の促進に関する施策の大綱 

　二�　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために
必要な事項 

３　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男
女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなけ
ればならない。

４　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があった
ときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しなけれ
ばならない。

５　前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について
準用する。

（都道府県男女共同参画計画等）
第十四条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当
該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促
進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男
女共同参画計画」という。）を定めなければならない。

２　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について
定めるものとする。

　一�　都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき
男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

　二�　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男
女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的か
つ計画的に推進するために必要な事項 

３　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同
参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同
参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計
画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるよう
に努めなければならない。

４　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は
市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅
滞なく、これを公表しなければならない。

（施策の策定等に当たっての配慮）
第十五条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成
に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに
当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければな
らない。

（国民の理解を深めるための措置）
第十六条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基
本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じ
なければならない。

（苦情の処理等）
第十七条　国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及
ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要
な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参
画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場
合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じな
ければならない。

（調査研究）
第十八条　国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画
社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女
共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な
調査研究を推進するように努めるものとする。

（国際的協調のための措置）
第十九条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下
に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交換そ
の他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の
円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努める
ものとする。

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）
第二十条　国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会
の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画
社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の
提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。

第三章　男女共同参画会議　（略）

附　則　（略）
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配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等に関する法律 　　　　　平成13年４月13日法律第31号

最終改正：平成25年７月３日法律第73号

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平
等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が
行われている。
　ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重
大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必ずしも
十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者
は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対
して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平
等の実現の妨げとなっている。
　このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図
るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護するた
めの施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対す
る暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組にも沿
うものである。
　ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立
支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。

第一章　総則

（定義）
第一条　この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶
者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であっ
て生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又
はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この
項及び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」と総
称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受け
た後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された
場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける
身体に対する暴力等を含むものとする。

２　この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受
けた者をいう。

３　この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていない
が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」に
は、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事
情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを
含むものとする。

（国及び地方公共団体の責務）
第二条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止す
るとともに、被害者の自立を支援することを含め、その適切
な保護を図る責務を有する。

第一章の二　基本方針及び都道府県基本計画等

（基本方針）
第二条の二　内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び
厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において「主務大
臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保
護のための施策に関する基本的な方針（以下この条並びに
次条第一項及び第三項において「基本方針」という。）を定
めなければならない。

２　基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一
項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計画
の指針となるべきものを定めるものとする。

　一�　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基
本的な事項

　二�　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための
施策の内容に関する事項

　三�　その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の
ための施策の実施に関する重要事項

３　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとす
るときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなけれ
ばならない。

４　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、
遅滞なく、これを公表しなければならない。

（都道府県基本計画等）
第二条の三　都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県
における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため
の施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において
「都道府県基本計画」という。）を定めなければならない。
２　都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定める
ものとする。

　一�　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基
本的な方針

　二�　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための
施策の実施内容に関する事項

　三�　その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の
ための施策の実施に関する重要事項

３　市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、
かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村における
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策
の実施に関する基本的な計画（以下この条において「市町村
基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。

４　都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基
本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表
しなければならない。

５　主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本
計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言その
他の援助を行うよう努めなければならない。

第二章　配偶者暴力相談支援センター等

（配偶者暴力相談支援センター）
第三条　都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所そ
の他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談
支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。

２　市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当
該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果
たすようにするよう努めるものとする。

３　配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものとする。

　一�　被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること
又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介すること。
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　二�　被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心
理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。

　三�　被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、
被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条及
び第八条の三において同じ。）の緊急時における安全の確
保及び一時保護を行うこと。

　四�　被害者が自立して生活することを促進するため、就業の
促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等につい
て、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の
援助を行うこと。

　五�　第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の
提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこと。

　六�　被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の
提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。

４　前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又
は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行うも
のとする。

５　配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっ
ては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努める
ものとする。

（婦人相談員による相談等）
第四条　婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を
行うことができる。

（婦人保護施設における保護）
第五条　都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を
行うことができる。

第三章　被害者の保護

（配偶者からの暴力の発見者による通報等）
第六条　配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者か
らの身体に対する暴力に限る。以下この章において同じ。）を
受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支
援センター又は警察官に通報するよう努めなければならない。

２　医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配
偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認め
られる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援セ
ンター又は警察官に通報することができる。この場合におい
て、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。

３　刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定
その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の規定に
より通報することを妨げるものと解釈してはならない。

４　医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配
偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認め
られる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談
支援センター等の利用について、その有する情報を提供する
よう努めなければならない。

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等）
第七条　配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通
報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に対し、
第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが
行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、必要
な保護を受けることを勧奨するものとする。

（警察官による被害の防止）
第八条　警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われ
ていると認めるときは、警察法（昭和二十九年法律第
百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法律第
百三十六号）その他の法令の定めるところにより、暴力の制
止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の
発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなけれ
ばならない。

（警察本部長等の援助）
第八条の二　警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本
部の所在地を包括する方面を除く方面については、方面本部
長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は、配
偶者からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力に
よる被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出が
あり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴
力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定めると
ころにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示その
他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必
要な援助を行うものとする。

（福祉事務所による自立支援）
第八条の三　社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に
定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事務所」と
いう。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）、
児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母子及び寡
婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）その他の法令
の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要
な措置を講ずるよう努めなければならない。

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）
第九条　配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉
事務所等都道府県又は市町村の関係機関その他の関係機
関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護
が行われるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努め
るものとする。

（苦情の適切かつ迅速な処理）
第九条の二　前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の
職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けたときは、
適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。

第四章　保護命令

（保護命令）
第十条　被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等
に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加える旨を
告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受
けた者に限る。以下この章において同じ。）が、配偶者から
の身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶
者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対す
る暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が
取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引
き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号にお
いて同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受
けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に対す
る暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被
害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっ
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ては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対す
る暴力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に
重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害
者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられるこ
とを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する
暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚
をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配
偶者であった者。以下この条、同項第三号及び第四号並び
に第十八条第一項において同じ。）に対し、次の各号に掲げ
る事項を命ずるものとする。ただし、第二号に掲げる事項に
ついては、申立ての時において被害者及び当該配偶者が生
活の本拠を共にする場合に限る。

　一　命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の
住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。
以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の
身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その
通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。

　二　命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共
に生活の本拠としている住居から退去すること及び当該住
居の付近をはいかいしてはならないこと。

２　前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定に
よる命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申
立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防
止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以
後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六
月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げる
いずれの行為もしてはならないことを命ずるものとする。

　一�　面会を要求すること。
　二�　その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、

又はその知り得る状態に置くこと。
　三�　著しく粗野又は乱暴な言動をすること。
　四�　電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合

を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を用い
て送信し、若しくは電子メールを送信すること。

　五�　緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時
までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信
し、又は電子メールを送信すること。

　六�　汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催
させるような物を送付し、又はその知り得る状態に置くこと。

　七�　その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態
に置くこと。

　八�　その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り
得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文書、図画
その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。

３　第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年
に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二条第一項
第三号において単に「子」という。）と同居しているときであっ
て、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っ
ていることその他の事情があることから被害者がその同居
している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされる
ことを防止するため必要があると認めるときは、第一項第一
号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、
被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられ
ることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生
じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起
算して六月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶
者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項にお
いて同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の

身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その
他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならない
ことを命ずるものとする。ただし、当該子が十五歳以上であ
るときは、その同意がある場合に限る。

４　第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の
親族その他被害者と社会生活において密接な関係を有する
者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を
除く。以下この項及び次項並びに第十二条第一項第四号に
おいて「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野
又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があること
から被害者がその親族等に関して配偶者と面会することを
余儀なくされることを防止するため必要があると認めるとき
は、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発
した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に
危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、
命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力
が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該親
族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居
を除く。以下この項において同じ。）その他の場所において
当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤
務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしては
ならないことを命ずるものとする。

５　前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子
を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親族等が
十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、そ
の法定代理人の同意）がある場合に限り、することができる。

（管轄裁判所）
第十一条　前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件
は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が
知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管
轄に属する。

２　前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲
げる地を管轄する地方裁判所にもすることができる。

　一�　申立人の住所又は居所の所在地
　二�　当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は

生命等に対する脅迫が行われた地

（保護命令の申立て）
第十二条　第十条第一項から第四項までの規定による命令
（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げる事項を
記載した書面でしなければならない。

　一�　配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅
迫を受けた状況

　二�　配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの
生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受ける身体に
対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそ
れが大きいと認めるに足りる申立ての時における事情

　三�　第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合に
あっては、被害者が当該同居している子に関して配偶者と
面会することを余儀なくされることを防止するため当該命
令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時におけ
る事情

　四�　第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合に
あっては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面会する
ことを余儀なくされることを防止するため当該命令を発す
る必要があると認めるに足りる申立ての時における事情

　五�　配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対
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し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助若し
くは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、
次に掲げる事項

　　イ�　当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員
の所属官署の名称

　　ロ�　相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所
　　ハ�　相談又は求めた援助若しくは保護の内容
　　ニ�　相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容
２　前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イから
ニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申立書には、同
項第一号から第四号までに掲げる事項についての申立人の
供述を記載した書面で公証人法（明治四十一年法律第
五十三号）第五十八条ノ二第一項の認証を受けたものを添付
しなければならない。

（迅速な裁判）
第十三条　裁判所は、保護命令の申立てに係る事件について
は、速やかに裁判をするものとする。

（保護命令事件の審理の方法）
第十四条　保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことが
できる審尋の期日を経なければ、これを発することができな
い。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目
的を達することができない事情があるときは、この限りでない。

２　申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事
項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談
支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し
又は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対して
執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものと
する。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター
又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。

３　裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者
暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申立人か
ら相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員
に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関して
更に説明を求めることができる。

（保護命令の申立てについての決定等）
第十五条　保護命令の申立てについての決定には、理由を付
さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで決定を
する場合には、理由の要旨を示せば足りる。

２　保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が
出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡しによっ
て、その効力を生ずる。

３　保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにそ
の旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視
総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。

４　保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相
談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若しくは保護
を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二
条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載があると
きは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及
びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力
相談支援センター（当該申立書に名称が記載された配偶者
暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては、申立
人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた
日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知
するものとする。

５　保護命令は、執行力を有しない。

（即時抗告）
第十六条　保護命令の申立てについての裁判に対しては、即
時抗告をすることができる。

２　前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。
３　即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原
因となることが明らかな事情があることにつき疎明があった
ときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告につい
ての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止
を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間
は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。

４　前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令
の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項から第四
項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所
は、当該命令の効力の停止をも命じなければならない。

５　前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てるこ
とができない。

６　抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取
り消す場合において、同条第二項から第四項までの規定に
よる命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命
令をも取り消さなければならない。

７　前条第四項の規定による通知がされている保護命令につ
いて、第三項若しくは第四項の規定によりその効力の停止を
命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判
所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知を
した配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとす
る。

８　前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗
告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用する。

（保護命令の取消し）
第十七条　保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立
てをした者の申立てがあった場合には、当該保護命令を取り
消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項か
ら第四項までの規定による命令にあっては同号の規定によ
る命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後に
おいて、同条第一項第二号の規定による命令にあっては当該
命令が効力を生じた日から起算して二週間を経過した後に
おいて、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所
がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認
したときも、同様とする。

２　前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による
命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令を取り消
す場合について準用する。

３　第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合
について準用する。

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て）
第十八条　第十条第一項第二号の規定による命令が発せられ
た後に当該発せられた命令の申立ての理由となった身体に
対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由と
する同号の規定による命令の再度の申立てがあったときは、
裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居
しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由
により当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算して
二月を経過する日までに当該住居からの転居を完了するこ
とができないことその他の同号の規定による命令を再度発
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する必要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命
令を発するものとする。ただし、当該命令を発することによ
り当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めると
きは、当該命令を発しないことができる。

２　前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用
については、同条第一項各号列記以外の部分中「次に掲げ
る事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事
項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同項第五号中「前
各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲げる
事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中
「同項第一号から第四号までに掲げる事項」とあるのは「同
項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本
文の事情」とする。

（事件の記録の閲覧等）
第十九条　保護命令に関する手続について、当事者は、裁判
所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、その正
本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明
書の交付を請求することができる。ただし、相手方にあって
は、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼
び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護
命令の送達があるまでの間は、この限りでない。

（法務事務官による宣誓認証）
第二十条　法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区
域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を行うこ
とができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは
地方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第十二条
第二項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場
合を含む。）の認証を行わせることができる。

（民事訴訟法の準用）
第二十一条　この法律に特別の定めがある場合を除き、保護
命令に関する手続に関しては、その性質に反しない限り、民
事訴訟法（平成八年法律第百九号）の規定を準用する。

（最高裁判所規則）
第二十二条　この法律に定めるもののほか、保護命令に関す
る手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。

第五章　雑則

（職務関係者による配慮等）
第二十三条　配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、
裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務関係者」
という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状
況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障
害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全
の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。

２　国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人
権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるため
に必要な研修及び啓発を行うものとする。

（教育及び啓発）
第二十四条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防
止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努め
るものとする。

（調査研究の推進等）
第二十五条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生のための
指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法
等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材
の養成及び資質の向上に努めるものとする。

（民間の団体に対する援助）
第二十六条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体に
対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。

（都道府県及び市の支弁）
第二十七条　都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しな
ければならない。

　一�　第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う
婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用を除く。）

　二�　第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う
一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定める基
準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用

　三�　第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人
相談員が行う業務に要する費用

　四�　第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、
社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う場合
を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用

２　市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談
員が行う業務に要する費用を支弁しなければならない。

（国の負担及び補助）
第二十八条　国は、政令の定めるところにより、都道府県が前
条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一号及び
第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担するも
のとする。

２　国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の
十分の五以内を補助することができる。

　一�　都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のう
ち、同項第三号及び第四号に掲げるもの

　二�　市が前条第二項の規定により支弁した費用

第五章の二

第六章　罰則

第二十九条　保護命令（前条において読み替えて準用する
第十条第一項から第四項までの規定によるものを含む。
次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又
は百万円以下の罰金に処する。

第三十条　第十二条第一項（第十八条第二項の規定により
読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十八条の二に
おいて読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八条
の二において準用する第十八条第二項の規定により読み
替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事
項について虚偽の記載のある申立書により保護命令の申
立てをした者は、十万円以下の過料に処する。

附　則　（略）
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女性の職業生活における
活躍の推進に関する法律（抄）

　　　　　平成27年９月４日法律第64号

第一章　総則

（目的）
第一条　この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を
営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発揮
して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活
における活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、
男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）の
基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進
について、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体
及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事
業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推
進するための支援措置等について定めることにより、女性の
職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって
男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、
国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応
できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。

（基本原則）
第二条　女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活に
おける活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自らの意思
によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採
用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職
業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、
かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場にお
ける慣行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影
響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるようにす
ることを旨として、行われなければならない。

２　女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む
女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家庭生活に
関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他
の家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、
家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社
会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活
動について家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職
業生活における活動を行うために必要な環境の整備等によ
り、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立
が可能となることを旨として、行われなければならない。

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の
職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重さ
れるべきものであることに留意されなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）
第三条　国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生
活における活躍の推進についての基本原則（次条及び第五
条第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性
の職業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定
し、及びこれを実施しなければならない。

（事業主の責務）
第四条　事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用
しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会の

積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との
両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めると
ともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する施策に協力しなければならない。

第二章　基本方針等

（基本方針）
第五条　政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施す
るため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本
方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。

２　基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
　一　女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な

方向
　二　事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組に関する基本的な事項
　三　女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関

する次に掲げる事項
　　イ　女性の職業生活における活躍を推進するための支援

措置に関する事項
　　ロ　職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環

境の整備に関する事項
　　ハ　その他女性の職業生活における活躍の推進に関する

施策に関する重要事項
　四　前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における

活躍を推進するために必要な事項
３　内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を
求めなければならない。

４　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があった
ときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。

５　前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。

（都道府県推進計画等）
第六条　都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の
区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関す
る施策についての計画（以下この条において「都道府県推進
計画」という。）を定めるよう努めるものとする。

２　市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められてい
るときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘案して、当
該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の
推進に関する施策についての計画（次項において「市町村推
進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。

３　都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推
進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表
しなければならない。

第三章　事業主行動計画等

　第一節　事業主行動計画策定指針
第七条　内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業
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主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を総
合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即
して、次条第一項に規定する一般事業主行動計画及び第
十五条第一項に規定する特定事業主行動計画（次項におい
て「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以
下「事業主行動計画策定指針」という。）を定めなければな
らない。

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項に
つき、事業主行動計画の指針となるべきものを定めるも
のとする。

一　事業主行動計画の策定に関する基本的な事項
二　女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容

に関する事項
三　その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

に関する重要事項
３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行
動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ
れを公表しなければならない。

　第二節　一般事業主行動計画
（一般事業主行動計画の策定等）（略）

　第三節　特定事業主行動計画
第十五条　国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれ
らの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」という。）
は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針
に即して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女
性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計
画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければなら
ない。

２　特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定め
るものとする。

　一　計画期間
　二　女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実

施により達成しようとする目標
　三　実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の内容及びその実施時期
３　特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し
ようとするときは、内閣府令で定めるところにより、採用した
職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差
異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女性
職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職業
生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活
における活躍を推進するために改善すべき事情について分
析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければなら
ない。この場合において、前項第二号の目標については、採
用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数
の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に
占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定め
なければならない。

４　特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し
たときは、遅滞なく、これを職員に周知させるための措置を
講じなければならない。

５　特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し
たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

６　特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計
画に基づく取組の実施の状況を公表しなければならない。

７　特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施
するとともに、特定事業主行動計画に定められた目標を達成
するよう努めなければならない。

　第四節　女性の職業選択に資する情報の公表
（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）
第十六条　　第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労
働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もう
とする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性
の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表しな
ければならない。

２　第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で
定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女
性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業
生活における活躍に関する情報を定期的に公表するよう努
めなければならない。

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）
第十七条　特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職
業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよ
う、その事務及び事業における女性の職業生活における活
躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。

第四章　女性の職業生活における活躍を
　　　　推進するための支援措置

（職業指導等の措置等）
第十八条　国は、女性の職業生活における活躍を推進するた
め、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支援その他の
必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

２　地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進す
るため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、又は営も
うとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応
じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必
要な措置を講ずるよう努めるものとする。

３　地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部
を、その事務を適切に実施することができるものとして内閣
府令で定める基準に適合する者に委託することができる。

４　前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該
事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該事務に関し
て知り得た秘密を漏らしてはならない。

（財政上の措置等）
第十九条　国は、女性の職業生活における活躍の推進に関す
る地方公共団体の施策を支援するために必要な財政上の措
置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。

（国等からの受注機会の増大）
第二十条　国は、女性の職業生活における活躍の推進に資す
るため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫その他の特
別の法律によって設立された法人であって政令で定めるもの
をいう。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用
に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性の職業生活に
おける活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍
の推進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次
項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の
増大その他の必要な施策を実施するものとする。
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２　地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等
の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するように
努めるものとする。

（啓発活動）
第二十一条　国及び地方公共団体は、女性の職業生活におけ
る活躍の推進について、国民の関心と理解を深め、かつ、そ
の協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。

（情報の収集、整理及び提供）
第二十二条　国は、女性の職業生活における活躍の推進に関
する取組に資するよう、国内外における女性の職業生活にお
ける活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及
び提供を行うものとする。

（協議会）
第二十三条　当該地方公共団体の区域において女性の職業
生活における活躍の推進に関する事務及び事業を行う国及
び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」と
いう。）は、第十八条第一項の規定により国が講ずる措置及
び同条第二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係
る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有
用な情報を活用することにより、当該区域において女性の職
業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円
滑に実施されるようにするため、関係機関により構成される
協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。

２　協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域
内において第十八条第三項の規定による事務の委託がされ
ている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員と
して加えるものとする。

３　協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、
協議会に次に掲げる者を構成員として加えることができる。

　一　一般事業主の団体又はその連合団体
　二　学識経験者
　三　その他当該関係機関が必要と認める者
４　協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項に
おいて「関係機関等」という。）が相互の連絡を図ることに
より、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を
共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域
の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関す
る取組について協議を行うものとする。

５　協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内
閣府令で定めるところにより、その旨を公表しなければ
ならない。

（秘密保持義務）
第二十四条　協議会の事務に従事する者又は協議会の事務
に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関し
て知り得た秘密を漏らしてはならない。

（協議会の定める事項）
第二十五条　前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び
運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

第五章　雑則

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）

第二十六条　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要が
あると認めるときは、第八条第一項に規定する一般事業主に
対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をするこ
とができる。

（権限の委任）
第二十七条　第八条から第十二条まで及び前条に規定する厚
生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、
その一部を都道府県労働局長に委任することができる。

（政令への委任）
第二十八条　この法律に定めるもののほか、この法律の実施
のため必要な事項は、政令で定める。

第六章　罰則

第二十九条　第十二条第五項において準用する職業安定法第
四十一条第二項の規定による業務の停止の命令に違反して、
労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円
以下の罰金に処する。

第三十条　次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の
懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

　一　第十八条第四項の規定に違反した者
　二　第二十四条の規定に違反した者

第三十一条　次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下
の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。

　一　第十二条第四項の規定による届出をしないで、労働者
の募集に従事した者

　二　第十二条第五項において準用する職業安定法第三十七
条第二項の規定による指示に従わなかった者

　三　第十二条第五項において準用する職業安定法第三十九
条又は第四十条の規定に違反した者

第三十二条　次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円
以下の罰金に処する。

　一　第十条第二項の規定に違反した者
　二　第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条

第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者
　三　第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条

第二項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若
しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚
偽の陳述をした者

第三十三条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使
用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第
二十九条、第三十一条又は前条の違反行為をしたときは、行
為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰
金刑を科する。

第三十四条　第二十六条の規定による報告をせず、又は虚偽
の報告をした者は、二十万円以下の過料に処する。

附　則　（略）
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岡山県男女共同参画の促進に関する条例 　　　　　平成13年６月26日岡山県条例第51号
最終改正：平成26年３月20日岡山県条例第13号

　すべての人が性別にかかわりなくその個性と能力を十分に発
揮するとともに、互いにその人権を尊重しつつ、喜びも責任も共
に分かち合う男女共同参画社会を実現することは、私たちの願
いであり、これまでも国際社会や国内の動向を踏まえたさまざ
まな取組が進められてきた。しかしながら、性別による固定的、
差別的な役割分担意識やそれに基づく社会慣行等男女共同参
画社会の実現を妨げる要因は、依然として根強く残っている。
　こうした状況の中、私たちが少子高齢化、国際化及び高度
情報化の進展をはじめとする社会の急速な変化に的確に対応
しつつ、創造と共生の理念の下に、真に調和のとれた豊かな
地域社会を築き、今後も発展を続けていくためには、男女が共
に対等な立場であらゆる分野に参画し、一人一人の価値観に基
づいた多様な生き方を選択することのできる男女共同参画社
会を新たな地域文化をはぐくむ社会として創造するとともに、他
の地域に発信し、互いに歩んでいくことが不可欠である。
　このような認識から、私たちは、男女共同参画社会の実現を
目指すことを決意し、県、県民、事業者及び市町村が一体と
なって男女共同参画を促進する取組を総合的かつ計画的に推
進するため、この条例を制定する。

第一章　総則

（目的）
第一条　この条例は、男女の人権が尊重され、かつ、男女が性
別にかかわりなくその個性と能力を十分に発揮し、一人一人の
価値観に基づいた多様な生き方を選択することのできる社会
を実現することが極めて重要であることにかんがみ、男女共
同参画の促進に関し、基本理念を定め、県、県民及び事業
者の責務を明らかにするとともに、県の施策の基本的事項を
定めることにより、男女共同参画を総合的かつ計画的に促進
し、もって男女共同参画社会を実現することを目的とする。

（定義）
第二条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、
当該各号に定めるところによる。

　一�　男女共同参画　男女が、社会の対等な構成員として、自
らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参
画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経
済的、社会的及び文化的利益を享受し、かつ、共に責任
を担うことをいう。

　二�　積極的改善措置　社会のあらゆる分野における活動に
参画する機会についての男女間の格差を改善するため必
要な範囲において、男女のいずれか一方に対し、当該機
会を積極的に提供することをいう。

（基本理念）
第三条　男女共同参画の促進は、男女の個人としての尊厳が
重んぜられること、男女が直接的であるか間接的であるかを

問わず性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個
人として能力を発揮する機会が確保されること、性別に起因
した暴力が根絶されることその他の男女の人権が尊重され
ることを旨として、行われなければならない。

２　男女共同参画の促進に当たっては、社会における制度又
は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映して、男
女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及
ぼすことにより、男女共同参画の促進を阻害する要因となる
おそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行
が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をで
きる限り中立なものとするように配慮されなければならない。

３　男女共同参画の促進は、男女が、県における政策又は民
間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する
機会が確保されることを旨として、行われなければならない。

４　男女共同参画の促進は、家族を構成する男女が、相互の
協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の
家庭生活における活動及び社会生活における活動に対等に
参画することができるようにすることを旨として、行われなけ
ればならない。

５　男女共同参画の促進は、男女が互いの性を理解し合い、性
と生殖に関する健康と権利が尊重されることを旨として、行
われなければならない。

６　男女共同参画の促進は、男女が対等な立場で個人として能
力を発揮することにより、活力あふれる新たな地域文化をはぐ
くむ社会を創造することを旨として、行われなければならない。

７　男女共同参画を促進する取組が国際社会における取組と
密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同参画の促
進は、国際的な交流と協力の下に行われなければならない。

（県の責務）
第四条　県は、前条に定める男女共同参画の促進についての
基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共
同参画の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下
同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

２　県は、県民、事業者、国及び市町村と連携し、及び協力
して前項の施策を実施しなければならない。

（県民の責務）
第五条　県民は、基本理念にのっとり、性別による差別的取
扱いを排除するとともに、固定的な役割分担意識に基づく制
度及び慣行を改善するよう努めなければならない。

２　県民は、前項に規定するもののほか、職域、学校、地域、
家庭その他の社会のあらゆる分野において、男女共同参画
の促進に寄与するよう努めなければならない。

３　県民は、県が実施する男女共同参画の促進に関する施策
に協力するよう努めなければならない。
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（事業者の責務）
第六条　事業者は、基本理念にのっとり、男女が職域におけ
る活動に対等に参画する機会を確保すること、男女が職域
における活動と家庭における活動その他の活動とを両立し
て行うことができる職域環境を整備すること等により、その
事業活動において男女が共同して参画することができる体
制を整備するよう努めなければならない。

２　事業者は、前項に規定するもののほか、その事業活動に
おいて男女共同参画の促進に寄与するよう努めなければな
らない。

３　事業者は、県が実施する男女共同参画の促進に関する施
策に協力するよう努めなければならない。

（推進体制の整備等）
第七条　県は、県民、事業者、国及び市町村と連携しながら、
男女共同参画の促進に関する施策を積極的に推進するため
の体制を整備するものとする。

２　県は、男女共同参画の促進に関する施策を推進するため、
必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。

（積極的改善措置への協力等）
第八条　県は、男女共同参画を促進する上で積極的改善措置
が重要であることにかんがみ、県民、事業者及び市町村が
積極的改善措置を講ずるために必要な情報の提供、相談、
助言その他の協力を行うものとする。

２　県は、法令等により設けられた委員、委員会、審査会、審
議会及びこれらに準ずるものの構成員を任命し、又は委嘱す
る場合は、積極的改善措置を講ずることにより男女の構成員
数の均衡を図るよう努めるものとする。

（年次報告）
第九条　知事は、男女共同参画の促進に関する施策の総合的
かつ計画的な推進に資するため、その実施状況等について
年次報告書を作成し、これを公表するものとする。

第二章　男女共同参画の促進に関する基本的施策

（基本計画）
第十条　県は、男女共同参画の促進に関する施策の総合的か
つ計画的な推進を図るため、男女共同参画の促進に関する
基本的な計画（以下この条及び附則第二項において「基本計
画」という。）を策定するものとする。

２　基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
　一�　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の促進に

関する施策の大綱
　二�　前号に掲げるもののほか、男女共同参画の促進に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
３　知事は、基本計画を策定するに当たっては、県民及び事
業者の意見を反映することができるよう適切な措置を講ずる
ものとする。

４　知事は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ岡
山県男女共同参画審議会及び市町村の意見を聴くものとする。

５　知事は、基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを公
表するものとする。

６　前三項の規定は、基本計画の変更について準用する。

（市町村との協力）
第十一条　県は、市町村に対し、男女共同参画の促進に関する
施策を策定し、及び実施すること並びに県が実施する男女共同
参画の促進に関する施策に協力することを求めることができる。

２　県は、市町村が実施する男女共同参画の促進に関する施
策の策定及び実施について、必要な協力を行うものとする。

（施策の策定等に当たっての配慮）
第十二条　県は、男女共同参画の促進に影響を及ぼすと認め
られる施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同
参画の促進に配慮するものとする。

（調査及び研究）
第十三条　県は、男女共同参画の促進に関する施策を策定し、
及び実施するため、必要な調査及び研究を行うものとする。

（普及啓発等）
第十四条　県は、県民及び事業者が男女共同参画に対する関
心と理解を深めるよう普及啓発及び学習機会の提供につい
て必要な措置を講ずるものとする。

２　県は、前項の普及啓発及び学習機会の提供を行うに当
たっては、情報媒体により公衆に表示される情報を個人が
主体的に読み解いていくために必要な能力に関し、事業者
の理解と協力の下に、県民の当該能力の向上について特に
配慮するよう努めるものとする。

（教育の推進）
第十五条　県は、県民の男女共同参画に対する関心と理解が深
まるよう男女共同参画に関する教育の推進に努めるものとする。

（県民等の活動に対する支援）
第十六条　県は、県民又は事業者が行う男女共同参画の促進
に関する活動を支援するため、情報の提供、人材の育成そ
の他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（苦情の処理）
第十七条　県は、県が実施する男女共同参画の促進に関する
施策又は男女共同参画の促進に影響を及ぼすと認められる
施策についての県民又は事業者からの苦情の適切な処理の
ために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

２　知事は、前項の苦情のうち特に必要があると認めるものに
ついては、岡山県男女共同参画審議会の意見を聴くものとする。

（相談への対応）
第十八条　県は、性別による差別的取扱いその他の男女共同
参画を妨げる行為についての県民又は事業者からの相談に
適切に対応するよう努めるものとする。
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（報告の徴収、勧告等）
第十九条　知事は、男女共同参画の促進のために必要がある
と認めるときは、事業者に対し、男女の就業状況その他必
要な事項について報告を求めることができる。

２　知事は、前項の報告により把握した男女共同参画の状況
を公表することができる。

３　知事は、第一項の報告の内容に基づき必要があると認め
るときは、事業者に対し、適切な措置を講ずるよう勧告する
ことができる。

（事業者等の表彰）
第二十条　県は、男女共同参画を促進するため、男女共同参
画の促進に関する活動を積極的に行う事業者等の表彰を行
うものとする。

（男女共同参画推進月間）
第二十一条　県民及び事業者の間に広く男女共同参画に対す
る関心と理解を深めるとともに、県民及び事業者が男女共
同参画の促進に関する活動を積極的に行う意欲を高めるた
め、男女共同参画推進月間を設ける。

２　男女共同参画推進月間は、十一月とする。
３　県は、男女共同参画推進月間の趣旨にふさわしい事業を
実施するものとする。

第三章　男女共同参画を阻害する行為の禁止等

（阻害行為の禁止等）
第二十二条　何人も、男女共同参画を阻害する次に掲げる行
為を行ってはならない。

　一�　社会のあらゆる分野における性的な言動により当該言動
を受けた個人の生活の環境を害する行為又は性的な言動
を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与える行為

　二�　家庭内等における配偶者その他の親族関係にある者、
婚姻の届け出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事
情にある者及び生活の本拠を共にする交際（婚姻関係に
おける共同生活に類する共同生活を営んでいないものを
除く。）をする関係にある者（過去においてこれらの関係
にあった者を含む。）に対する身体的な苦痛又は著しい精
神的な苦痛を与える暴力的な行為

２　何人も、社会のあらゆる分野における男女共同参画を阻害
する内容を含む規約その他の取決めを定め、又は契約を締
結しないようにするとともに、既に定められ、又は締結され
た当該内容を含む取決め又は契約については、その是正に
努めなければならない。

（被害者の保護等）
第二十三条　県は、前条第一項第一号に掲げる行為により生
活の環境を害され、又は不利益を受けた旨の申出があった
場合において、当該申出者からの相談に応じることその他の
必要な措置を講ずるものとする。

２　県は、前条第一項第二号に掲げる行為により被害を受け
た者（以下この条において「被害者」という。）に対し、適切

な助言、施設への一時的な入所等による保護その他の必要
な支援を行うものとする。

３　前項の規定により被害者が一時的に入所し、又は滞在す
るための施設として知事が別に定める施設の管理者及びそ
の職員は、当該被害者等からの申立てにより、前条第一項
第二号に掲げる行為が当該被害者に対して引き続き行われ
るおそれがあるときその他当該被害者を保護するために必
要があると認めるときは、次に掲げる措置を採ることができ
る。

　一�　当該被害者に対し前条第一項第二号に掲げる行為を
行った者（次号において「加害者」という。）に対し、当
該被害者の存在を秘匿すること。

　二�　加害者に対し、当該被害者との面会及び交渉を禁止し、
又は制限すること。

第四章　岡山県男女共同参画審議会

第二十四条　男女共同参画に関する重要事項についての調査
及び審議並びに男女共同参画の促進に関する施策又は男女
共同参画の促進に影響を及ぼすと認められる施策について
の建議に関する事務を行わせるため、岡山県男女共同参画
審議会（以下この条及び附則第一項において「審議会」とい
う。）を置く。

２　審議会は、委員十五人以内で組織する。
３　男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の十分の
四未満とならないものとする。

４　委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命する。この場
合において、第二号に掲げる者については、五人以内とする。

　一�　学識経験を有する者
　二�　公募に応じた者
５　前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関
し必要な事項は、規則で定める。

附　則（平成十三年六月二十六日条例第五十一号）

（施行期日）
１　この条例は、平成十三年十月一日から施行する。ただし、
第十条第四項（審議会に係る部分に限る。）、第十七条第二
項、第四章及び附則第三項の規定は、平成十四年四月一日
から施行する。

（経過措置）
２　男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）
第十四条第一項の規定により定められた男女共同参画計画
は、第十条の規定により策定された基本計画とみなす。

（関係条例の一部改正）
３　岡山県附属機関条例（昭和二十七年岡山県条例第九十二
号）の一部を次のように改正する。

　別表第１岡山県男女共同参画推進協議会の項を削る。
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岡山県配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等に関する基本計画（抜粋） 平成17年３月策定

平成26年９月改定

第１章　計画の基本的な考え方 

１　計画の趣旨

　　配偶者からの暴力※（ドメスティック・バイオレンス。以下

「DV」といいます。）は、犯罪となる行為をも含む重大な人権

侵害です。DVは、外部からの発見が困難な家庭内で行われ

る場合が多いため潜在化しやすく、加害者に罪の意識が薄

いという傾向があり、被害が深刻化しやすい特徴があります。

　　また、DVの被害者は、多くの場合女性であり、経済的自

立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、

個人の尊厳を害し、男女共同参画社会の実現の妨げとなっ

ています。

　　このため、国においては、平成13年４月、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成13年法律

第31号。以下「ＤＶ防止法」といいます。）を制定し、DVに

係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備し、DV

の防止と被害者の保護のための取組を開始しました。

　　岡山県では、平成13年６月に制定した岡山県男女共同参

画の促進に関する条例（平成13年岡山県条例第51号。以下

「県条例」といいます。）において「家庭内等における配偶者

その他の親族関係にある者及び内縁関係にある者に対する

身体的な苦痛又は著しい精神的な苦痛を与える暴力的な行

為」を男女共同参画を阻害する行為として禁止するとともに、

平成14年４月から女性相談所と男女共同参画推進センター

（愛称：ウィズセンター。以下「ウィズセンター」といいます。）

をDV防止法第３条に基づく配偶者暴力相談支援センター

（以下「支援センター」といいます。）に位置付け、DVの防止

と被害者の保護に取り組んできました。

　　平成16年のDV防止法の改正により、都道府県は、DVを

防止するとともに、被害者の自立支援を含め、その適切な保

護を図る責務があることが明確化され、そのための基本計

画の策定が義務付けられました。このことを受け、本県では、

平成17年３月、DVのない社会づくりを目指し、DV対策を総

合的かつ効果的に推進するため、県が取り組むべき施策を

取りまとめた「岡山県配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する基本計画」（以下「県基本計画」といいます。）

を策定しました。

　　また、平成19年７月のDV防止法の改正により、市町村に

よる基本計画の策定と支援センターの設置が努力義務化さ

れたことなどに伴い、平成20年７月に県基本計画を改定し、

市町村の施策の充実を支援するとともに、市町村と一層緊密

な連携を図り、DVの防止と被害者の保護に関する各種施策

の推進に取り組んできました。

　　このたび、平成25年６月のDV防止法の改正により、生活

の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類す

る共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある

相手（以下「生活の本拠を共にする交際相手」といいます。）

からの暴力※及びその被害者についても、配偶者からの暴力

及びその被害者に準じて法律の適用対象とされました。ま

た、この改正により、法律の題名は「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に関する法律」に改められました。こ

の改正の趣旨を踏まえ、県条例を改正し、適用対象を拡大し

ました。

　　また、DV防止法の改正に伴う、見直し後の国の配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する

基本的な方針（平成26年内閣府、国家公安委員会、法務省、

厚生労働省告示第１号。以下「国基本方針」といいます。）の

内容を踏まえ、県基本計画を改定し、DVの防止と被害者の

保護に関する各種施策を一層推進していきます。

※ DV防止法に規定する暴力

▪配偶者からの暴力

　「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力又は

これに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（精神的暴力や性

的暴力など）をいいます。「配偶者」には、事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含みますが、恋人や交際相手は含みません。

ただし、配偶者からの暴力を受けた後に離婚し、元配偶者から引

き続き受ける暴力については、「配偶者からの暴力」に含みます。

▪生活の本拠を共にする交際相手からの暴力

　「生活の本拠を共にする交際相手からの暴力」とは、「元生活の本

拠を共にする交際相手（生活の本拠を共にする交際関係を解消す

る前に暴力を受け、解消後も引き続き暴力を受ける場合）からの

暴力」を含み、「配偶者からの暴力」に準じて、DV防止法の適用

対象とされます。
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第２章　計画の内容 

（計画の体系）

基本目標Ⅰ　発生防止及び抑止に向けた取組の推進

重 点 目 標 推 進 す る 施 策

【１】人権教育・啓発の推進
▪人権教育の推進
▪多様な機会をとらえた意識啓発

【２】配偶者からの暴力の防止等への理解促進
▪セミナーの開催等による普及啓発
▪理解促進のための啓発資材の作成と活用

【３】配偶者からの暴力に関する調査研究の推進
▪「アルコール依存症」「暴力依存」等の嗜癖対策の充実
▪加害者の更生のための指導
▪男性の一時保護の検討

基本目標Ⅱ　被害者等救済体制の充実

重 点 目 標 推 進 す る 施 策

【４】相談体制の充実

▪県配偶者暴力相談支援センターの機能強化
▪市町村配偶者暴力相談支援センター等との連携と支援
▪女性相談員による相談の実施
▪男性相談員による男性相談員の実施
▪警察における相談体制の充実
▪休日・夜間相談窓口の開設
▪DV相談マニュアルの改訂と実務研修の実施
▪相談員のメンタルヘルスケア体制の整備

【５】発見・通報に関する体制整備
▪児童、高齢者及び障害者虐待相談窓口との協力体制づくり
▪医療関係者等の理解の促進
▪民生委員・児童委員等への働きかけ

【６】迅速で安全な保護体制の充実

▪緊急時の安全の確保と同行支援
▪一時保護機能の充実
▪婦人保護施設等での保護
▪警察による被害の防止
▪保護命令制度の利用の助言
▪保護命令の通知を受けた場合の対応
▪広域連携の推進

【７】同伴家族等への保護と援助
▪児童への支援
▪高齢者及び障害者虐待防止の推進
▪教育機関・保育所への協力要請等

【８】外国人・障害のある方への配慮
▪外国語・点字による支援情報の提供
▪「弁護士による外国人のための無料法律相談事業」の活用
▪外国語での相談対応
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基本目標Ⅲ　被害者の自立を支援する環境整備

重 点 目 標 推 進 す る 施 策

【９】住居の確保に向けた支援
▪入居への支援
▪市町村への依頼

【10】経済的自立に向けた支援

▪被害者への就業講座受講支援
▪企業等に対する働きかけ
▪福祉事務所等への理解促進
▪ひとり親家庭支援センター等の活用

【11】被害者等に関する個人情報保護
▪教育機関・保育所への協力要請等（再掲）
▪市町村住民基本台帳担当窓口・福祉事務所等への周知

【12】司法手続きに関する支援
▪家事調停委員研修
▪法律扶助制度などの周知
▪「弁護士による外国人のための無料法律相談事業」の活用（再掲）

【13】地域における支援活動
▪DV被害者サポートコーディネート事業
▪民生委員・児童委員等への働きかけ（再掲）

【14】心的外傷後ストレス障害を含む
　　　心の回復及び生活支援

▪メンタルヘルスケア
▪ステップハウスの提供
▪自助グループの活動支援
▪児童への支援（再掲）

基本目標Ⅳ　関連施策の推進体制の強化と民間団体との協働

重 点 目 標 推 進 す る 施 策

【15】施策調整機能の強化
▪岡山県DV対策会議の活用
▪県配偶者暴力相談支援センターの機能強化（再掲）
▪DV被害者保護支援関係機関等ネットワークの強化

【16】市町村の施策との連携強化
▪市町村基本計画との調整と策定支援
▪岡山県都市男女共同参画推進会議との連携

【17】職務関係者の資質向上への取組強化
▪相談窓口担当職員研修
▪DV被害者保護支援関係機関等ネットワークの強化（再掲）

【18】民間団体との協働
▪医療関係者等の理解の促進（再掲）
▪民生委員・児童委員等への働きかけ（再掲）
▪DV防止・被害者支援団体との連携強化

【19】交際相手からの暴力の防止と被害者保護対策
▪若年層に対する教育・啓発の推進
▪被害者相談の実施と被害者の保護

【20】適切かつ迅速な苦情処理体制の整備 ▪苦情処理の体制整備
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第４次岡山県人権政策推進指針（抄）
平成28年３月改訂

１　女性
⑴　現状と課題

　　男女が対等なパートナーとして、一人ひとりの個性と能力を

発揮する男女共同参画社会を実現するためには、性別による

差別的取扱いを受けないこと、個人として能力を発揮する機

会が保障されることやあらゆる暴力が根絶されることなど、

男女の人権が尊重されることが重要です。

　　県では、国内外の動きを背景に、平成13年に「おかやま

ウィズプラン21、平成18年に「新おかやまウィズプラン」、平

成23年に「第３次おかやまウィズプラン」を策定し、男女共

同参画社会の実現に向け、取り組んできました。

　　しかし、平成26年10月の「岡山県男女共同参画社会に関

する県民意識調査」では、固定的な性別役割分担意識や男

女の地位の不平等感が根強く残っていることが示されてい

ます。

　　また、配偶者等からの暴力（DV）をはじめとするあらゆる

暴力の根絶など依然として未解決の課題や、仕事と生活の

調和（ワーク・ライフ・バランス）など喫緊の課題への対応

も必要となっています。

　　さらに、国の動きと呼応し、女性の社会参画のさらなる促

進といった、新たな対応も必要となっています。

⑵　基本方針

　　すべての人が性別にかかわりなくその個性と能力を十分

に発揮するとともに、互いにその人権を尊重しつつ、喜びも

責任も共に分かち合う男女共同参画社会の実現に取り組ん

でいきます。

　　このため、①男女の人権の尊重とパートナーシップの確立、

②社会的・文化的に形成された性別（ジェンダー）に気づく視

点、③女性のエンパワーメントの促進とチャレンジ支援、④

さまざまな主体との協働の推進という４つの基本的な視点

に立って、「第４次おかやまウィズプラン」を策定し、総合的

かつ効果的に施策を推進します。

⑶　施策の方向

　ア　男女共同参画社会の基盤づくり

　　　男女共同参画の視点に立った法律や制度が整備され、

男女共同参画の意識も以前に比べると浸透してきていま

すが、固定的な性別役割分担意識は、依然として根強く、

その傾向は男性に強く残っています。男女の地位について

も、不平等と感じる人は依然として多く、また、男性より

も女性のほうが不平等感を強く持っています。

　　　性差別、固定的な性別役割分担や偏見等につながって

いる社会制度や慣行は、社会的な合意を得ながら見直し

を進めます。

　　　また、人権意識や男女平等観を育てるため、教職員の

資質と指導力の向上や、家庭や地域において、子ども一

人ひとりの個性と能力を発揮できる環境づくりに取り組

みます。

　　　特に、男女共同参画社会の実現のために、男性も男女

共同参画を「自分の問題」「社会に大きな意味を持つもの」

と認識できるよう、広報・啓発活動に取り組みます。

　イ　男女の人権が尊重される社会の構築

　　①男女間のあらゆる暴力の根絶

　　　　暴力は、DV、性犯罪、セクシュアル・ハラスメント、ス

トーカー行為やいわゆるリベンジポルノなど様々です。

男性にも女性にも被害を受けている人はいますが、相談

件数等が多いのは女性からで、特に、近年は、DVやス

トーカー行為についての相談件数が増加傾向にあり、

被害も深刻です。その背景には、男尊女卑の社会通念、

固定的な性別役割分担、経済的格差など、個人の問題

として片付けられない構造的問題があり、社会全体で

取り組み、克服すべき重要な課題です。

　　　　暴力は重大な人権侵害であるとの認識に立ち、暴力

を容認しない安心して暮らせる環境づくりの推進、人権

尊重を基本とした教育の推進や被害者のニーズに応じ

た支援体制の充実に努めます。

　　　　特に、DVについては、県のＤＶ防止基本計画に基づ

き、広報・啓発や被害者の保護と自立支援に取り組み

ます。

　　　　また、交際相手からの暴力（デートDV）やストーカー

行為のほか、いわゆるリベンジポルノも問題となってい

ることから、予防啓発、教育・学習の推進や、相談窓

口の周知を図ります。

　　　　さらに、ストーカー行為に対しては、「ストーカー規制

法」等に基づき、警告や禁止命令などの対応を行うほ

か、被害者へのアドバイスや防犯器具の貸し出しなど必

要な援助に取り組みます。

　　　　なお、市町村をはじNPOなど関係団体と協働し、関

連施策の推進体制の強化を図ります。

　　②生涯を通じた女性の健康支援

　　　　女性は、妊娠や出産の可能性があることなど、生涯

を通じて、男性とは異なる健康上の変化や問題に直面

します。
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　　　　このため、ライフサイクルに応じた的確な支援を受け、

適切に自己管理・決定する能力を持つことが必要です。

「性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘル

ス／ライツ）」に基づき、男女ともに、命の大切さや性

についての正しい知識が得られるよう、教育や意識の啓

発など、女性の健康を総合的に支援します。

　　③生活困難を抱える人々への支援 

　　　　経済情勢の変化に伴い、雇用・就業をめぐる環境が

厳しさを増す中で、貧困や地域での孤立など様々な生

活上の困難に直面する人が増加しています。

　　　　このため、ひとり親家庭など経済的に不安定な家庭

からの相談に応じる体制の強化や自立支援などの対策

を行います。

　　　　また、固定的な性別役割分担意識がもたらす過度の

プレッシャーや、地域での孤立化などによる男性の心

身の健康の問題も懸念されることから、周囲とのネット

ワークづくりや日常生活面の支援などを行います。

　ウ　男女が共に活躍する社会づくり

　　　誰もが働きやすく、暮らしやすい社会を目指し、仕事と

生活の調和の実現（ワーク・ライフ・バランス）に向けて、

多様なライフスタイルに対応した子育て・介護支援の充実

や環境整備を行うとともに、事業者や労働者と一体となっ

て社会的機運の盛り上げに努めていきます。

　　　また、地域は、家庭とともに最も身近な暮らしの場であ

り、男女共同参画の視点からの地域づくりを促進していき

ます。

　　　さらに、行政や教育分野、民間企業において、政策・

方針決定過程への女性の参画を促進していきます。

　　　主に家庭単位で従事する農林水産業や自営の商工業で

は、多くの女性が活躍し、主要な担い手として非常に重要

な役割を果たしているものの、労働への評価や意見の反

映が十分に行われているとはいえません。女性が果たして

いる役割に見合った適正な評価や意思決定の場への参

画が進むよう支援します。

　　　職場における男女の均等な機会と待遇の確保や女性

が働き続けることのできる環境づくりを一層推進するとと

もに、起業を志す女性や子育て中の女性への支援など、女

性のチャレンジを支援します。
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